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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術
人材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
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　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L 】http://www.nistep.go.jp
【E-mai l】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
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　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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科学技術動向
概　要
素材産業が担うリサイクルの現状とその制約要因
　リサイクルには、収集・（解体）選別・再資源化の各段階が必要であり、どの段階が欠
けても成り立たない。特に再資源化部分については、主として鉄鋼・非鉄金属・製紙な
どの素材産業が担っており、商業ベースで行われていることが特徴である。
　素材産業が受け入れるリサイクル原料は非常に大量であるが、製品中のリサイクル原
料の割合（素材循環率）は必ずしも高くはない。例えば、鉄鋼原料中に占める市中から
回収されるスクラップの割合は 24％程度であり、需要のかなりの部分をリサイクル原料
でまかなうにはまだ遠いのが現状である。
　素材リサイクルは、リサイクル原料から高級素材を再生するアップグレード型、ほぼ
同じ素材だけを集めて再生するクローズドループ型、要求性能が低い素材に再生するカ
スケード型に分類されることがある。将来的には、現状のカスケード型主体のリサイク
ルから、高品質素材に対するクローズドループ型リサイクルが可能な複線型のリサイク
ル体制を整えるとともに、アップグレード型リサイクルもある程度は可能となるような
素材の選別技術や製造技術の開発が必要となる。そのためには大学や公的研究機関で選
別技術に関する研究を育てるための予算措置や、企業による製造開発を誘導する行政の
関与などが必要である。一方、企業においてはリサイクルを意識した製品の開発が必要
であるし、複線型のクローズドループ型リサイクルを可能にするために、分解、解体後
の材質の選別を的確に行える技術の開発が必要となる。
　リサイクルは、市民を含む排出者から、収集、解体を行う業界や再生素材のユーザー
まで係わる社会全体の問題である。行政や市民が業界とともに継続的に議論しながらで
きるところから進めて行くと共に、行政による長期目標への誘導が必要であろう。
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概　要
ナノ多孔質セラミックス分離膜システムの化学合成プロセスへの応用に関する研究開発の課題
科学技術動向研究センターにて作成
ナノ多孔質セラミックス分離膜の研究開発動向
－化学合成プロセスへの応用における省エネルギー化－
　近年、石油精製物の蒸留プロセス、異性体分離などの化学合成プロセスにおいて、省エ
ネルギーや合成プロセスのコンパクト化に対する強い要求がある。化学産業におけるエネ
ルギー消費は産業分野の約 15％となっており、そのエネルギー消費の約 40％が蒸留操作
による分離・精製に費やされている。これらのプロセスに従来用いられている有機高分子
分離膜は、耐熱性・耐化学薬品性・耐圧性・機械的強度などに限界がある。ここに、ナノ
多孔質セラミックス分離膜を応用すると、化学合成産業の大きなニーズである画期的な省
エネルギー化と精製プラントの省スペース化が可能となる。セラミックスとして代表的な
ゼオライトを用いたナノ多孔質分離膜に関する日本の技術は、基礎研究段階においては、
現在、世界トップレベルにあると言える。しかし、今後とも基本技術の優位性を確保しつ
つ実用レベルの分離膜システムを開発していくには、研究開発プロジェクトの仕組みを工
夫する必要がある。当初から実用化に必要な各要素技術における問題点を共有化し、小規
模プラントでの実証試験による実用上または商用上の問題点の対策を行うことができるよ
うに、分離膜部材の開発から小規模プラントによる実証試験・評価までを同時に進めるよ
うな、部材・モジュール・システム技術に関して並行して研究開発を推進するプロジェク
トの仕組みが効果的と考えられる。
　それらの研究開発においては、ナノ孔形状・孔径の規則性制御によって薄膜化を達成さ
せる分離膜部材、対象物質を分子レベルで選択・透過させる機能を高効率に発揮させる多
孔質セラミックス支持基材の作製プロセス技術、モジュール・システム化に関する技術、
さらに、これらの技術の基盤となる原子レベルでの多孔質構造の解析・評価技術の構築が
重要課題である。
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局地的な降雨観測・予測技術の動向
　近年、我が国では、局地的に短時間に発生する激しい降雨が多くなっており、このよう
な降雨による災害が発生している。局地的な豪雨は積乱雲によりもたらされるが、積乱
雲は生成から降水にいたるまでが非常に短時間である。降雨の観測に有効な手段としてリ
モートセンシングの一つであるレーダーがある。現在、日本全土を広域的に観測している
レーダーとして、降水状況を監視する気象庁の気象レーダーと、河川や道路の管理を目的
とした国土交通省のレーダ雨量計が運用されている。
　また、近年研究開発されているレーダーには、マルチパラメーターレーダーや、フェー
ズドアレイレーダーがあり、前者のレーダーは正確な降雨量の観測により、また後者のレー
ダーはすばやい観測ができることにより、急速に発達する積乱雲の降雨観測に有効と考え
られている。
　気象現象は本来は物理法則に基づいて説明できるものであり、これを利用したものが数
値予報であり天気予報の根幹を成す。しかし、実際の気象現象には多くの要因が作用する
ため、地球規模の大気現象の中のごく小さな局地的豪雨など範囲を絞っての予測は難しい。
数値予報モデルの高度化は予報精度の向上につながるが、それだけでなく、より再現性の
高い数値予報モデルを構築するために、実現象を忠実に数値予報モデルに反映することが
必要である。そのためには降雨等のメカニズムの解明が重要である。今後、高精度の観測
機器の整備とそれを用いた緻密な観測とデータの蓄積、それらに基づいて物理法則の表現
を高精度に表した数値予報技術の研究開発の推進が必要である。
科学技術動向
概　要
積乱雲の一生の概念図
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参考文献 7) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
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トピックス 1　iPS細胞の研究開発における近未来の利用法
　現在、iPS 細胞の近い将来の現実的な利用法として、iPS 細胞を各種疾患患者の細胞から作製し、そ
の疾患で特徴的な病変を示す組織の細胞に分化誘導した後、病因の解明や治療薬の評価系に利用する
ことに期待が持たれている。米国ウィスコンシン大学の研究者は脊髄性筋萎縮症患者および健常人の
皮膚細胞より iPS 細胞を作製し、運動神経細胞に分化させ、その疾患に特徴的な病変を解析した結果
を 2009 年 1 月の Nature 誌に発表した。分化初期には患者と健常人由来の細胞で差は認められなかっ
たが、6 週目には患者由来の運動神経細胞は数や大きさが顕著に減少するという異常が認められた。
さらに 2 つの化合物について、患者 iPS 細胞由来の神経細胞で本疾患関連たんぱく質の産生を増加さ
せることを見出し、治療薬の評価方法やスクリーニング方法としての可能性も示した。
　iPS 細胞作製技術の研究開発により再生医療の推
進に大きな期待が持たれている。一方で、iPS 細胞
から分化させたヒト正常細胞を薬剤の効果や毒性
の評価系として利用する技術の、比較的近い将来
の実現への期待も高まっている。特に各種疾患の
患者の皮膚等の細胞から iPS 細胞を作製し、その
疾患に特徴的な病変を示す組織の細胞に分化させ
ることができれば、病態の解析や治療法の開発に
おいて極めて有用な手段を提供できる。すでに複
数の重症疾患患者からの iPS 細胞の作製について
報告がある 1、2)。
　米国ウィスコンシン大学の研究者らは脊髄性筋萎
縮症 (SMA：spinal muscular atrophy) 患者の細胞
から iPS 細胞を作製し、本疾患で病変を示す組織で
ある運動神経細胞へ分化させて、その性質を解析す
るとともに、化合物による治療法の基礎的検討を行
い、2009 年 1 月の Nature 誌に報告した 3)。
　SMA は遺伝性疾患であり、脊髄の運動神経の変
性により起こる筋萎縮症である。乳幼児期に死に
至るケースが多く、有効な治療法はまだ開発され
ていない。SMN1 遺伝子の変異により SMN たん
ぱく質がほとんど産生されないことが原因とされ
ている。ヒトには SMN1 に類似の SMN2 という
遺伝子が存在するが、SMN2 たんぱく質の発現の
高い SMA 患者では症状が軽いという報告があり、
SMN2 遺伝子発現を活性化する薬剤に治療薬とし
て期待する動きがある。
　論文では患者および健常人の皮膚細胞にOCT4、
SOX2、NANOG、LIN28 の遺伝子を導入して iPS
細胞を樹立し、さらに ES 細胞で用いられる分化条
件を適用して運動神経細胞へ分化させることに成
功した。iPS 細胞の状態や運動神経細胞への分化初
期（4 週）時点では患者 / 健常人で差異は認めらな
かったが、さらに 2 週間の培養後（6 週目）には患者
由来の運動神経細胞は数や大きさが顕著に減少して
おり、患者神経細胞の異常の一部を再現できた。
　さらに SMN たんぱく質の産生を増加させるとい
う報告のあるバルプロ酸とトブラマイシンという
薬物で患者由来 iPS 細胞から誘導した神経細胞を
処理した場合、SMN たんぱく質の量が 2 ～ 3 倍に
増加することが認められ、これら薬物の基礎的な
効果も再現できた。
　論文では誘導された神経細胞を用い、さらに電
気生理学的な解析や筋肉細胞との共培養により詳
細な機能解析を行うとしており、今後病因の更な
る理解が進むことが期待される。またここで示さ
れた薬物の作用の評価への利用例は、より有効な
治療薬のスクリーニング方法としても期待が持た
れる。
　本報告は iPS 細胞を用いて、これまで不可能で
あった患者の運動神経細胞を試験管内で作製する
可能性を示唆するものである。このような手法が
より多くの疾患に適用できれば、当該疾患の詳細
な理解や治療法の開発に向け有用な材料を提供で
きるため、iPS 細胞の近い将来実現可能な利用法と
しての期待が高い。
参　考
1)　Park, I.-H., et al., Cell Vol.134, 877-886 (2008)
2）　科学技術動向、No.91、2008 年 10 月号
3）　Ebert, E.D. et al., Nature, 457, 277-281 (2009)
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　中国ではスーパ コーンピュー タの導入と開発が強化されている。2008年11月発表のTOP500リストには、
中国初の100 テラ FLOPS 級のスーパ コーンピュー タ「曙光 5000A」が 10 位にランクインした。TOP500 リ
ストの性能合計の推移をみると、2008 年 11月には我が国の性能合計値に近づくまでに伸びている。ま
た、中国製スーパーコンピュー タに初めて自国製 CPU チップを採用するペタ FLOPS 級スーパーコンピュー
タの開発計画も発表された。スーパ コーンピュー タが国の安全と経済に果たす役割は大きいとの認識から、
2008 年12 月18 日にこの分野の自主革新の支援を目的とする中国高性能計算機産業連盟が設立された。
トピックス 2　中国におけるスーパーコンピュータの自主開発への動き
参　考
1)　http://www.top500.org
2)　http://jp.eastday.com/node2/node3/node187/userobject1ai42068.html
　中国では、スーパーコンピュータの導入と開発が強
化されている。2008 年 11月に発表された TOP500
リスト注 1) には、中国初の100 テラFLOPS 注 2) 級のス
ーパーコンピュータ「曙光 5000A( 英語名：Dawning 
5000A)」が 10 位にランクインしている。また、初めて
自国製の CPU チップを採用するペタFLOPS 級のスー
パ コーンピュー タの開発計画も発表している。
　中国におけるスーパーコンピュータへの取り組みを
TOP500リストに登場したシステム数と性能合計（テラ
FLOPS）の推移でみると右図のように表される。シス
テム数では、1999 年 11月に初めて TOP500リスト上
に現れている。その後、徐々に増加し、2006 年 6月
には 28 システムにまで伸びた。一時減少したが、最
近は再度増加している。性能合計でみると、2008 年 6
月まで緩やかな伸びを示した後、2008 年 11月には我
が国の性能合計値に近づくまでになっている。しかし、
今まで TOP500リストに登場した中国のシステムをみる
と、中国製は 2 システムのみで、それらには米国製の
CPU チップが採用されていた。
　しかし、この状況にも変化が見られる。2008 年 12
月3日に中国企業の曙光信息産業有限公司は、中国科
学院計算技術研究所と共同開発中のペタFLOPS 級ス
ーパーコンピュータ「曙光 6000」に、中国製の CPU チ
ップ（名称は「龍芯」、英語名：Loongson）を採用する
計画を明らかにした。中国製のスー パーコンピュータに
初めて自国製の CPU チップが採用されることになる。
この CPU チップは、65ナノメ トールの微細化プロセス
ルールで製造した4 つのコアを内蔵するもので、すでに
チップは完成し、近く量産に入るとのことである。この
CPU チップに関しては、2008 年 8月に開催された国
際会議「HOT CHIPS 20」において、アー キテクチャに
関する論文が中国科学院計算技術研究所から発表され
ている。
　以上の動きに続いて、2008 年 12月18 日には、中
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国内の10 社が発起機関となる中国高性能計算機産業
連盟が設立された。国の安全と経済にスー パーコンピ
ュー タが果たす役割は大きいとの認識から、スー パ コー
ンピュータ分野の自主革新を支援することを目的として
いる。連盟の設立の背景としては、国防・情報セキュリ
ティー ・石油探鉱・天気予報・バイオ製薬・科学計算・
商業計算などの分野で、スー パ コーンピュー タを使用す
る要望が多いが、中国のスー パ コーンピュー タ市場の大
半は外国企業に占められている現状がある（工業・情
報化部局（工業和信息化部科技司）による報道）。今後
の中国の動きに注目したい。
 中国ではスーパーコンピュータの導入と開発が強化されている。2008年11月発表のTOP500リストには、中国初の
100テラFLOPS級のスーパーコンピュータ「曙光5000A」が10位にランクインした。TOP500リストの性能合計の推
移をみると、2008年11月には我が国の性能合計値に近づくまでに伸びている。また、中国製スーパーコンピュータ
に初めて自国製CPUチップを採用するペタFLOPS級スーパーコンピュータの開発計画も発表された。スーパーコンピ
ュータが国の安全と経済に果たす役割は大きいとの認識から、2008年12月18日にこの分野の自主革新の支援を目
的とする中国高性能計算機産業連盟が設立された。 
 中国では、スーパーコンピュータの導入と開発が強化
されている。2008年11月に発表されたTOP500リスト(注
１)には、中国初の100 テラFLOPS(注2)級のスーパーコン
ピュータ「曙光5000A(英語名：Dawning 5000A)」が
10位にランクインしている。また、初めて自国製のCPU
チップを採用するペタ FLOPS 級のスーパーコンピュー
タの開発計画も発表している。 
 中国におけるスーパーコンピュータへの取り組みを
T P500 リストに登場したシステム数と性能合計（テラ
FLOPS）の推移でみると右図のように表される。システ
ム数では、1999年11月に初めてTOP500リスト上に現
れている。その後、徐々に増加し、2006年6月には28
システムにまで伸びた。一時減少したが、最近は再度増
加している。性能合計でみると、2008 年6月まで緩や
かな伸びを示した後、2008年11月には我が国の性能合
計値に近づくまでになっている。しかし、今までTOP500
リストに登場した中国のシステムをみると、中国製は2
システムのみで、それらには米国製のCPUチップが採用
されていた。 
 しかし、この状況にも変化が見られる。2008年12月
3日に中国企業の曙光信息産業有限公司は、中国科学院
計算技術研究所と共同開発中のペタ FLOPS 級スーパー
コンピュータ「曙光6000」に、中国製のCPUチップ（名
称は「龍芯」、英語名：Loongson）を採用する計画を明
らかにした。中国製のスーパ コンピュータに初めて自
国製の CPU チップが採用されることになる。この CPU
チップは、65 ナノメートルの微細化プロセスルールで
製造した４つのコアを内蔵するもので、すでにチップは
完成し、近く量産に入るとのことである。このCPUチッ
プに関しては、2008年8月に開催された国際会議「HOT 
CHIPS 20」において、アーキテクチャに関する論文が中
国科学院計算技術研究所から発表されている。 
以上の動きに続いて、2008年12月18日には、中国
内の10社が発起機関となる中国高性能計算機産業連盟
が設立された。国の安全と経済にスーパーコンピュータ
が果たす役割は大きいとの認識から、スーパーコンピュ
ータ分野の自主革新を支援することを目的としている。
連盟の設立の背景としては、国防・情報セキュリティ
・ー石油探鉱・天気予報・バイオ製薬・科学計算・商業
計算などの分野で、スーパーコンピュータを使用する要
望が多いが、中国のスーパーコンピュータ市場の大半は
外国企業に占められている現状がある（工業・情報化部
局（工業和信息化部科技司）による報道）。今後の中国
の動きに注目したい。 
 
中国のシステム数と性能合計の推移(TOP500リストから)
性能合計：TOP500リストに掲載されている中国(また日本)のシス
テムのLINPACK性能を合計したもの。LINPACK（LINear equations 
software PACKage)とは、ベンチマークプログラムであり、主に浮
動小数点演算のための連立一次方程式の解法プログラムである。
測定結果は１秒あたりの浮動小数点演算数として表示される。 
 
(注1)TOP500 リスト：1993 年から毎年、6、11 月に発表されており、世
界の高性能なコンピュータの動向を知るものとして多用されている。 
(注 2) FLOPS（フロップス）：コンピュータの処理速度を表す単位であ
り、ペタ FLOPS（フロップス）は 1 秒間に 1 千兆回の浮動小数点演算
を行うコンピュータ能力。同様に、テラは、1兆回を示す。 
 
（資料） 
1)http://www.top500.org 
2) http://jp.eastday.com/node2/node3/node187/userobject1ai42068.html 
トピックス0 中国におけるスーパーコンピュータの自主開発への動き 
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参考文献 1、2) を基に科学技術動向研究センターにて作成
　2008 年 11 月、三洋電機株式会社とオムロン株式会社は相次いで、低周波の振動で発電が可能な超
小型の静電式発電デバイスの開発に成功したと発表した。振動エネルギーを電気エネルギーに変換で
きる発電技術はこれまで、圧電式や電磁誘導式などが実用化されているが、今回は静電式と呼ばれる
方式を使って、数十ヘルツ以下の低周波で小さな振動エネルギーでも発電が可能なデバイスを試作し
た。両社は応用製品には若干の違いを想定しているが、この技術はこれまで捨てられていたわずかな
エネルギーを利用できる発電技術となる。また、電子回路と組み合わせてモジュール化することによ
り、外部配線や電池交換などのメンテナンスが不要となる小電力の情報端末やセンサーなどの実現に
結びつくと考えられる。
トピックス 3　振動エネルギーを利用する超小型の静電式発電デバイス
参　考
1)　Y.Naruse ほか　「ELECTROSTATIC MICRO POWER GENERATOR FROM LOW FREQUENCY VIBRATION SUCH 
AS HUMAN MOTION」　Proc. of Power MEMS 2008, Sendai, Japan, November 9-12
2)　オムロン株式会社　ホームページ（2008 年 11 月 11 日）：http://www.omron.co.jp/press/2008/11/c1111.html
　ユビキタスネットワーク時代に期待される技術の
一つに情報端末自身の自動発電による電力供給技術が
あり、振動エネルギーを利用した発電技術もその候補
である。今般、振動エネルギーを利用した発電技術と
して、三洋電機株式会社（以下、三洋電機）は 2008 年
11 月 10 日に、人の歩行による振動程度のエネルギー
で発電する発電デバイス 1）を、また、翌 11 月 11 日
にオムロン株式会社（以下、オムロン）は、環境振動注1）
と呼ばれる微小振動で発電するデバイス 2）を、相次い
で発表した。
　振動エネルギーを利用した発電技術は、20 年以上
前から実用化されている。例えば、電磁コイルを使い、
1μW 程度の電力を腕時計へ供給した適用例がある。
そのほかにも、圧電素子を用いた例がある。
　今回発表された静電式は数十 Hz の低周波で、よ
り小さい振動エネルギーを利用する。開発されたデ
バイスはエレクトレット注 2）を使用することにより、小
さな振動エネルギーでも効率よく発電することを可能
にした。両社の発電デバイスは、図表 1のような特性
の違いがある。三洋電機は比較的に大電力を発生す
ることができ、オムロンは比較的に小振幅の振動に
対応できることが特徴といえる。
　例えば図表 2 の発電構造では、エレクトレットにメ
タル電極基板が近接して配置されることで対向電極に
電荷が引き寄せられる。この状態でメタル電極基板を
移動させると、電荷は外部回路へ移動する。外部から
の振動エネルギーを使ってこの電極の移動を行わせ、
抵抗の両端に発生する電力を取り出すことで発電デバイ
スになる。三洋電機のデバイスも構造の違いはあるが、
原理的には同じ動作で発電している。
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　この技術は、これまで捨てられていたわずかなエ
ネルギーを利用できる発電技術である。また、電子
回路と組み合わせてモジュール化することにより、
外部配線や電池交換などのメンテナンスが不要とな
る小電力の情報端末やセンサーなどの実現に結びつ
くと考えられる。
三洋電機 オムロン
エネルギー源 人の歩行など 環境振動など
振動子ストローク 約 2cm 2.6mm
振動周波数 * 2Hz 20Hz
振動加速度 * 0.4G 1G
発電能力 * 40μW 10μW
寸法（mm） 23 × 42 × 6（t） 20 × 20 × 8（t）
*：実験代表値
図表1　両社試作品の特性
図表2　発電原理（オムロンのデバイスの例）
 
例えば図表2の発電構造では、エレクトレットにメタル
電極基板が近接して配置され、対向電極に電荷が引き寄せ
られる。この状態から、メタル電極基板を移動させると、
電荷は外部の抵抗へ移動する。外部からの振動エネルギー
を使ってこの電極の移動を行わせ、抵抗の両端に発生する
電力を取り出すことで発電デバイスになる。三洋電機のデ
バイスも、構造の違いはあるが原理的には同じ動作を行わ
せて発電している。 
 
図表2 （オムロンのデバイスの例） 
提供：オムロン株式会社
 
今回の発電技術は、これまで捨てられていたわずかなエ
ネルギー を利用できる技術である。また、電子回路と組み
合わせてモジュー ル化することにより、外部配線や電池交
換などのメンテナンスが不要となる小電力の端末やセン
サー などの実現に結びつくと考えられる。 
 
注1 日常の生活で恒常的に発生している振動 
注2 半永久的な電荷をもつ誘電体のこと 
2008年11月、三洋電機株式会社とオムロン株式会社は相次いで、低周波の振動で発電が可能な超小型の静電式発電
デバイスの開発に成功したと発表した。振動エネルギー を電気エネルギー に変換できる発電技術はこれまで、圧電式
や電磁誘導式などが実用化されているが、今回は静電式と呼ばれる方式を使って、数十ヘルツ以下の低周波で小さな
振動エネルギー でも発電が可能なデバイスを試作した。両社は応用製品には若干の違いを想定しているが、これまで
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外部配線や電池交換などのメンテナンスが不要となる小電力の端末やセンサー などの実現に結びつくと考えられる。 
ユビキタスネットワーク時代に期待される技術の一つ
に端末自身の自動発電による電力供給技術があり、振動エ
ネルギー を利用した発電技術もその候補である。今般、振
動エネルギー を利用した発電技術として、三洋電機株式会
社（以下、三洋電機）は2008年11月10日に、人の歩行によ
る振動程度のエネルギー で発電する発電デバイス1）を、ま
た、翌11月11日にオムロン株式会社（以下、オムロン）は、
環境振動注1）と呼ばれる微小振動で発電するデバイス2）を、
相次いで発表した。 
振動エネルギー を利用した発電技術は、20年以上前から
実用化されている。例えば、電磁コイルを使い、1μW程度
の電力を腕時計へ供給した適用例がある。そのほかにも、
圧電素子を用いた例がある。 
今回発表された静電式は数十Hzの低周波で、より小さい
振動エネルギー を利用できる。開発されたデバイスはエレ
クトレット注2）を使用することにより、小さな振動エネルギ
でーも効率よく発電することを可能にした。両社の発電デ
バイスは、図表1のような特性の違いがある。三洋電機は
比較的に大電力を発生することができ、オムロンは比較的
に微小振幅の振動に対応できることが特徴といえる。 
 
図表1 両社試作品の特性 
三洋電機 オムロン
エネルギー源 人の歩行など環境振動など
振動子ストローク 約2cm 2.6mm
振動周波数*） 2Hz 20Hz
振動加速度*） 0.4G 1G
発電能力*） 40μW 10μW
寸法(mm) 23×42×6(t) 20×20×8(t)
*）実験代表値  
参考文献1）2）を基に科学技術動向研究センター にて作成 
トピックス0 振動エネルギーを利用す 超小型の静電式発電デバイス 
参考 
1）Y.Naruseほか 「ELECTROSTATIC MICRO POWER GENETATOR FROM LOW FREQUENCY VIBRATION SUCH AS HUMAN 
MOTION」 Proc. of Power MEMS 2008, Sebdai, Japan, November 9-12 
2）オムロン株式会社 ホームページ（2008年11月11日）  http://www.omron.co.jp/press/2008/11/c1111.html 
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注1：日常の生活で恒常的に発生している振動
注2：半永久的な電荷をもつ誘電体のこと
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　太陽光発電などの自然エネルギーは、気象条件の変化に伴い出力が変動するため、大規模に導入する際
は電力系統の電圧・周波数を安定化させる二次電池などの電力貯蔵技術が必要になる。2008 年12 月10 日、
ドイツの太陽光発電装置メーカー大手のユニコス社が実施する欧州初の大規模電力貯蔵実証プロジェクト
に、日本独自の技術である NAS 電池が採用された。海外における電力系統安定化目的での NAS 電池の採
用は初めてとなる。ユニコス社はプロジェクトの成果を踏まえ、ドイツ内外で NAS 電池併設メガソーラーを
展開する計画である。さらに技術開発を促進し、日本の技術が世界的な自然エネルギーの導入に貢献するこ
とが望まれる。
トピックス 4　欧州初の大規模電力貯蔵プロジェクトに日本独自の技術が採用
参　考
1)　日本ガイシプレスリリース：http://www.ngk.co.jp/news/2008/1210.html
　EU 諸国では、太陽光などの発電電力の固定価格買
取制度が進み、2020 年には自然エネルギー発電比率
を総発電量の 20％まで高めることとしている。
　太陽光発電や風力発電などの自然エネルギーは、天
候や日射量などの気象条件の変化に伴い出力が変動す
るため、その大規模導入に際しては、電力系統の電圧・
周波数を安定化させる電力貯蔵技術などが必要になる。
電力貯蔵技術とは、発電電力を必要な時に効率的に利
用できるように充電・放電を行うもので、二次電池や
キャパシタなど多くの種類がある。
　2008 年 12月10 日、日本ガイシ（株）は、ドイツの太
陽光発電装置メーカー大手のユニコス（Younicos）社
が実施する欧州初の大規模電力貯蔵実証プロジェクト
に、ナトリウム硫黄電池（NAS 電池、定格出力1MW）
が採用されたと発表した 1）。海外における自然エネルギ
ーに対する電力系統安定化目的で、日本独自の技術で
あるNAS 電池の採用は初めてとなる。
　NAS 電池は、負極に金属ナトリウム、正極に硫黄、
その間に固体電解質を配し、ナトリウムイオンの移動に
より充放電する二次電池で、大容量蓄電、高エネルギ
ー密度、短時間充放電、長寿命などの特長を有する。
図表は NAS 電池による太陽電池電気出力安定化の例
で、太陽電池の変動する出力を NAS 電池が充放電を
行い、電気出力を一定に制御できる。
　ユニコス社は、440MWの太陽電池システムを内外
に供給しているメーカーで、メガソーラ （ー出力1MW
以上の太陽光発電）の大量導入に伴う蓄電技術として
NAS 電池を採用し、太陽光発電先進国のドイツで、
欧州初となる大規模電力貯蔵実証プロジェクトにより
NAS 電池の評価を行う。同社は、プロジェクトの成果
を踏まえ、ドイツ内外で NAS 電池併設メガソーラー
を展開していく計画であり、今後、日本の電力貯蔵技
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy 
術が欧州に進展していく可能性がある。なお、日本に
おける自然エネルギー併設 NAS 電池は、二又風力発
電所（NAS 電池出力 34MW）、稚内メガソーラ （ー同
1.5MW）がある。
　我が国では、2030 年までに 50,000MW 以上の太
陽光発電導入を目標としている。これを達成するために
は、太陽電池の効率向上や電池パネルの価格低減など
太陽電池技術の開発を進めるとともに、電力系統安定
化技術も合わせて確立しなくてはならない。その中心
となる電力貯蔵技術としては、今回のNAS電池のほか、
レドックスフロー電池、電気二重層キャパシタ、超電導
電力貯蔵装置（SMES）などがあり、これらは小規模な
がらすでに実証・実用の域にある。今後、これらの技
術開発を一層促進し、それぞれの特長を生かした電力
貯蔵方策を構築することで、日本の技術が世界的な自
然エネルギー導入、ひいては温室効果ガス抑制に貢献
できると考えられる。 
太陽電池出力 
NAS 電池充電
NAS 電池放電 
電気出力 
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NAS電池による電気出力安定化の例
出典：参考文献 1）
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トピックス 5　米国の高校で物理履修率が増加
　2008 年 7 月に米国物理学会が公表した高校の物理教育に関する報告書によると、米国では物理を
履修する生徒が 20 年間で 20％から 33％に増加した。特に、履修者が少なかった女子やマイノリテ
ィにおいて増加が見られ、2005 年の調査では、履修者の半数が女子であり、従来極めて少なかった
アフリカ系やヒスパニック系でも 4 人に 1 人が物理を履修するに至った。報告書は、増加の要因は、
数学的知識をあまり使わずに物理の考え方を学べるコースを設置して履修者層を広げるなど、教育内
容や方法の改善にあるとしている。しかし、生物や化学に比べると依然として履修者が少ないこと、
上級コースの履修率には性別や民族による差、社会階層や進学の意向による差が依然として存在する
など、未解決課題も残されている。
参　考
1)　American Institute of Physics, Reaching the Critical Mass: The Twenty Year Surge in High School Physics , July 2008：
　　http://www.aip.org/statistics/trends/reports/hs05report.pdf
（参考）我が国では、高校普通科において、基礎理科、理科
総合 A、理科総合 B、物理Ⅰ、化学Ⅰ、生物Ⅰ、地学Ⅰか
ら 2 科目以上（基礎理科、理科総合 A、理科総合 B のうち
1 科目は必須）を履修する。2008 年度の教科書採択状況は、
次のようである。3 必須科目の冊数比率は、基礎理科 7%、
総合 A62%、総合 B31% であり、物理を含む総合 A の比率
が高い。3 必須科目の冊数合計に対する各科目冊数の割合を
算出すると、物理Ⅰ 23%、化学Ⅰ 43%、生物Ⅰ 51%、地学
Ⅰ 6% となる。（冊数出所：「内外教育」2008 年 3 月 25 日号）
　2008 年 7月、米国物理学会は高校物理教育に関す
る報告書「クリティカルマスへの到達」を公表した。こ
れは、2005 年に実施した米国高校物理教育全国調査
の結果を中心に、1987 年からの約 20 年間の量的変
化を概観したものである。
　報告書は、物理を学ぶ生徒が 20 年間で 20% か
ら 33% に増加し、履修の裾野が広がったと述べてい
る。特に、女子の履修者数が半数を占めるに至ったこ
と（39% → 47%）、履修率が 1 割程度であったアフリ
カ系やヒスパニック系において4人に1人が履修するよ
うになったことを挙げ、物理は理系進学を目指す白人
やアジア系の男子生徒だけのものではなくなったとして
いる。また、物理の上級コ スーを履修する生徒数も 3
倍に増加したと述べている。
　増加の要因としては、教育内容や方法の改善が挙げ
られている。数学的知識をあまり使わずに物理の考え
方を学べるカリキュラム、参加型の探求的な授業、高
校卒業や大学入学の基準変更等により、基礎的知識を
学ぶ生徒、および高度な知識を学ぶ生徒を共に増加
させた。教員の物理教育経験増加等、履修増の正のフ
ィー ドバックにも触れている。
　米国では、1980 年代から科学リテラシー向上の各
種の取り組みがなされてきた。1983 年には、教育改
革が喫緊の課題とする報告書「国家の危機（Nation at 
Risk）」が教育省から出され、高校での 3 年間の理科
履修、全ての生徒に適するよう多様なカリキュラムの検
討、高校卒業や大学入学の基準の厳格化等が提言さ
れた。1985 年からは米国科学振興協会（AAAS）に
おいてプロジェクト2061 が開始され、高校卒業までに
身につけるべき知識を示した「全ての人のための科学
（Science for All Americans）」がまとめられた。そ
の後、科学リテラシー基準（AAAS）や国家科学教育
高校での物理履修率の推移
 その他の分野	 TOPICS	 Others 
基準（国家研究評議会（NRC））等の作成、関連学協
会のイニシアチブ等、様々な機関で継続的な取り組み
がなされてきた。
　しかし、未解決の課題も残されている。生物（ほぼ
全員が履修）や化学（2/3 が履修）と比べると物理履修
率はまだ低い。また、上級コ スー履修においては、性
別や民族による差、社会階層や進学の意向による差が
依然として存在する。4 年制大学を目指す生徒にとっ
て物理は一般的になってきたが、卒業後職に就く生徒
や 2 年制大学を目指す生徒にとっては、物理はなじみ
の薄い科目のままである。
出典：参考文献 1）
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1  はじめに
科学技術動向研究
素材産業が担う
リサイクルの現状とその制約要因
竹内　正雄
客員研究官
　2008 年 8 月 25 日付けの日本経
済新聞（朝刊）は、「世界的な資源価
格の高騰を受けて素材・電機各社
が使用済み素材のリサイクルを本
格化する」と伝えた。原材料費の上
昇に伴いリサイクル素材を重視す
る動きは、鉄・アルミ・紙など多
くの素材リサイクルの現場で見ら
れ、付随してスクラップ価格の高
騰、輸出入量の増大などの影響が
出たことは記憶に新しい。ところ
が、その後の金融不安に伴う世界
的な景気減速により状況は大きく
変化し、例えば鉄スクラップの市
況は、2008 年 7 月には 1 トン当
たり 7 万円一歩手前まで迫ってい
たのが、11 月には一時的に 1 万円
を割る所まで下落するという乱高
下を記録している 1)。素材価格の
急変は、古紙、スクラップなどの
商業的回収ルートを崩壊させる危
険性があり、安定したリサイクル
の維持には好ましい事ではないが、
後述のようにリサイクルのかなり
の部分を商業ベースで素材産業が
担うという構図は、幸いにも今の
ところ変わりはない。リサイクル
には、収集・選別（分解を含む）・
再資源化の段階が必要であり、ど
の段階が欠けても成り立たない。
各種リサイクル法が施行され、収
集・選別などのリサイクルの前半
については比較的豊富に情報が得
られるようになって来たが、その
後の再資源化についてはさほど関
心が持たれていないようである。
本稿は、この再資源化の部分を採
り上げる。
　素材産業が取り扱う廃棄物由来
のリサイクル原料は膨大な量であ
るが、後で述べるように製品中の
リサイクル原料の割合は必ずしも
高くない。例えば、鉄鋼原料中に
占める市中からの回収スクラップ
の割合は 24% 程度であり、最近は
あまり変化していない 2)。リサイ
クル途上で損耗することの少ない
鉄鋼では、スクラップ排出量は国
内で製品として使用されている当
該素材の蓄積量に関係する。した
がって、生産が順調に続いて製品
の蓄積が進めば、貿易による出入
りや最終処分による多少の減少は
あるものの、いずれは需要のかな
りの部分をスクラップ原料でまか
なう時代が来てもおかしくはない。
しかし、それにはまだ遠いようで
ある。
　素材産業を取り巻く状況は、発
展途上国の需要増に対して供給量
が限られているため、長期的に見
れば価格高騰は必至であろう。ま
た、一部のレアメタルのようにそ
の供給が製品の生産量を制約する
要因になるケースも増えてくると
予想される。したがって、製品中
のリサイクル原料の割合をさらに
高め、原料輸入を抑える事ができ
れば、経済的なメリットは勿論、
資源セキュリティの面からも望ま
しいことであろう。そこで本稿で
は、素材リサイクルの内、代表的
ないくつかの素材を例としてその
現状を示すと共に、原料中のリサ
イクル原料の割合が伸びない理由
を考え、今後進むべき道筋を探っ
てみたい。なお、リサイクルを制
約する要因には、経済動向は勿論、
法律、行政を含めた社会システム
の問題など議論すべき事項は多い
が、そのほとんどは筆者の能力を
超えることから、主に技術的な制
約要因に絞って議論したい。
　ここで、以下の議論を進める上
で必要な用語を定義する。通常リ
サイクルを論じる場合には、リサ
イクル率（再資源化率、再商品化率
とも呼ぶ）を用いる場合が多い。一
般に廃棄物量に対する再資源化量
で表し、例えば廃家電品であれば、
元の廃家電製品の重量に対して、
再利用された部材あるいは素材の
重量の割合となる。この定義は廃
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2  素材産業におけるリサイクルの特徴
棄物の収集や部材の再利用などを
考える場合には使いやすいが、廃
棄物を原料として利用する素材産
業では、工場の出入りだけではつ
ねに 100% に近い数値となってし
まってあまり意味がない。そこで、
本稿では、素材産業でどれだけリ
サイクルが行われているかの指標
として、素材循環率（通常はこれも
リサイクル率と呼ばれる）を定義し
て用いることとする。素材循環率
とはスクラップなどを原料の一部
に使用する製品に、リサイクル原
料がどれだけ使用されたかの割合
を（平均として）示すものである。
　もう一点、廃棄物処理法に基づ
く廃棄物とは、本来は有価で販売
できない不要物を指すので、素材
産業が原料として受け入れるスク
ラップなどは、有価であれば廃棄
物ではない。しかし、一般にこう
したスクラップを廃棄物と呼ぶこ
とも多いし、排出者と受入者で呼
び方が変わる事もあるので、本稿
では使用が終了したものを適宜「廃
棄物」「廃製品」「スクラップ」など
と呼ぶことにする。資源循環基本
法でも、廃棄物以外の使用済み物
品、副産物などを含む概念を廃棄
物等と拡大し、そのうち有用なも
のを「循環資源」ととらえているの
で、本稿の中だけであれば有価物
を廃棄物に含めても許されるであ
ろう。
　現在も発展途上国の一部では変
わっていないようであるが、我が
国でも江戸時代には廃棄物からの
資源再利用が徹底的に行われてい
たことが知られており 3)、その名
残は 1950 年代の高度成長期まで
残っていた。ただし、江戸時代に
優れた廃棄物処理システムがあっ
たというわけではなく、当時の生
活レベルでは再生品でも十分に商
品価値があったため、商業ベース
で資源再利用が進んだということ
であったようである。その後、我
が国の経済発展と共に、徐々に大
量生産・大量廃棄へと転換し、現
在に至っている。ようやく最近に
なって資源循環基本法の制定や各
種リサイクル法などの整備ととも
に、リサイクルが強力に推進され
るようになってきたが、高度成長
期以降の大量生産・大量廃棄の時
代にも、各種素材のリサイクルが
立派に機能していたことは、意外
に知られていない。
　素材産業で行われているリサイ
クルの特徴は、回収ルートまで含
めて基本的に市場メカニズムによ
り行われている事とその取扱量の
多さにある（ただし市況により排
出者が料金を支払う逆有償にな
る場合もある）。このような経済
ベースでの大量リサイクルの背景
には、素材産業が受け入れる鉄・
非鉄などの金属スクラップや古紙
などが、元の素材に近い姿を維持
しており、かつ本質的な特性は製
品として使用されてもあまり変化
しないという物理的理由と、リサ
イクルが通常の生産とほぼ同じ工
程でできるという事情がある。廃
棄物からのリサイクルと鉱石など
の天然資源からの生産工程は非常
に近い関係にあるとされている 4)。
すなわち、
リサイクル：
収集→選別→洗浄（精製）→成形
一次原料からの素材製造：
採取→選別→洗浄（精製）→成形
であり、各工程は形式的にはほと
んど同じであって、収集と採取が
異なるだけである。勿論、各工程
を構成する個々の要素技術は、投
入される原材料に合わせて改良さ
れているが、工程全体の流れは非
常に似ている。つまり、素材産業
ではあまり生産の形態を変えるこ
となく大量の廃棄物を受け入れる
ことが出来たために、原料の変換
に伴うコスト増が抑制でき、経済
ベースでの取り扱いが可能であっ
たと言える。取扱量の多さについ
ては後述する。
3  リサイクル法と素材産業の関係
　PET ボトルやアルミ缶、紙など
は単独で消費されることが多いの
で、注意して他の素材と混ぜない
ようにすれば、容易に再資源化の
原料になる。PET ボトルを例にす
れば、素材の異なるキャップ部分
やラベルさえ取り去れば、ほぼ純
粋な PET 樹脂が残るだけである。
しかし、一般に廃棄物の多くは、
各種素材を加工して組み合わせた
製品の使用を終えた姿である。例
えば、我が国産業が得意とする自
動車や家電などは、異なる素材を
組み合わせた部品の集合体である
ため、収集、選別の間に解体が必
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図表2　2007年度廃家電4品目からの部品および材料等の再商品化実施状況
図表1　2007年度廃家電4品目の再商品化実施状況
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
単位 エアコン テレビ 冷凍庫・冷蔵庫 洗濯機
指定取引場所での引取台数 ［千台］ 1,890 4,613 2,725 2,884
再商品化等処理台数 ［千台］ 1,872 4,542 2,724 2,879
再商品化等処理重量 ［トン］ 78,715 134,283 159,763 94,101
再商品化重量 ［トン］ 68,861 115,563 116,683 77,231
再商品化率 ［%］ 87 86 73 82
単位 エアコン テレビ 冷凍庫・冷蔵庫 洗濯機
鉄 ［トン］ 23,729 13,881 68,435 40,755
銅 ［トン］ 5,076 4,951 1,994 1,240
アルミニウム ［トン］ 8,634 73 325 612
非鉄・鉄などの混合物 ［トン］ 24,453 1,199 20,188 12,915
ブラウン管ガラス ［トン］ ― 68,269 ― ―
その他の有価物 * ［トン］ 6,969 27,190 25,741 21,709
総重量 ［トン］ 68,861 115,563 116,683 77,231
*：その他有機物とはプラスティック等を指す。
要になる。この解体作業は、従来
は廃棄物処理業者にゆだねられて
きた部分であるが、近年は、各種
リサイクル法（容器包装リサイクル
法・家電リサイクル法・自動車リ
サイクル法・建設リサイクル法・
食品リサイクル法）により、一部の
製品について、この素材別に解体
する作業を製造したメーカーの責
任で行わせる事となった。
　リサイクル法のもとで、例えば
廃家電品（エアコン、ブラウン管テ
レビ、冷凍庫・冷蔵庫および洗濯
機の 4 品目。2009 年 4 月から衣
類乾燥機と薄型テレビが加わる。）
については、全国に 48（2007 年）
のリサイクルプラント（再商品化施
設）が稼働し、廃製品の解体と選別
が行われている 5)。図表 1 に示す
ように回収される廃製品の量は膨
大であり、再商品化率（再資源化率
に相当する）は非常に高くなってい
る。ただし、再商品化率には目標
値が定められているので、一部で
は採算を度外視したリサイクルも
散見される。また、リサイクル法
をめぐっては、実行に伴って不法
投棄の増加や中古品の輸出先での
対応などの問題点も指摘されてい
る。しかし、図表 2 に示すように、
リサイクル法に基づく解体・選別
は、素材毎の分別まで行われるた
め、素材産業におけるリサイクル
の前処理として立派に機能してい
ると言えるだろう。
　リサイクル途中で変質すること
の少ない鉄・非鉄金属などでは、
いずれ需要の多くをスクラップ原
料でまかなう時代が来てもおかし
くない。現在よりも高い素材循環
率を実現することは、原材料の輸
入量削減と輸送・加工両面でのエ
ネルギー使用量削減が可能になる
はずで、基本的には望ましいと考
える。しかし、実際には、製品あ
るいはスクラップの輸出入による
国内蓄積量の減少を別にしても、
後述するように、製品の品質を維
持するためや製造上の技術的理由
により、廃棄物の使用割合を制限
せざるを得ない場合がある。この
項では、素材産業の代表として、
鉄鋼・アルミニウム・紙を例にして、
リサイクルの現状と素材循環率の
向上を阻害する技術的制約が何で
あるかを確認する。
4-1
鉄鋼リサイクルの現状
　図表 3 は粗鋼生産量とその原料
中の老廃屑の割合の推移を示す 2)。
老廃屑とは、工程などで出るリター
ン材と呼ばれる工場内スクラップ
に対して、市中から回収されたス
クラップの事で、市中屑とも呼ぶ。
リターン材は組成が明確であるた
め、そのまま溶解して使用された
り、高炉・転炉に戻される事が多い。
2006 年度には粗鋼生産量約 1.1 億
トンに対して、老廃屑は約 24% の
2600 万トンであり、ほぼ鉄鋼生産
における電炉での生産割合に等し
かった。また、リターン材を含め
たスクラップ量には明確な統計が
ないが、5000 万トンを越えている
と見られ、リターン材を含めた素
材循環率は45%程度になる。リター
ン材は組成が明確であるため、リ
サイクルされて当然の部分であり、
リサイクルの推進には老廃屑の循
環率の向上がより重要である。なお、
老廃屑の発生量は、粗鋼生産量より
も国内で使用中の鉄鋼の量、すなわ
ち累計鉄鋼蓄積量に関係し、その 2
～ 3% 程度が発生すると言われる。
現在の累計鉄鋼蓄積量は 13 億トン
を越えているので、現状では老廃
屑の発生量は蓄積量の 2% 程度であ
り、徐々に割合は低下している。
13Science & Technology Trends  February  2009
素材産業が担うリサイクルの現状とその制約要因
図表3　粗鋼生産量とリサイクル状況
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参考文献 2) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表4　鋼材中の銅許容値
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
4-2
鉄鋼リサイクルの制約要因
　鉄鋼の生産は、鉄鉱石・石灰石
等を原料として高炉・転炉を用い
る場合と、スクラップを主原料と
して電炉を用いる場合があり、老
廃屑のほとんどは後者で用いられ
ている。高炉・転炉で生産される
鉄鋼は、高品質指向で成分に対す
る要求が厳しい製品が主で、自動
車用薄板、厚板などに用いられる。
そのため、一部のリターン材が原
料に加えられるだけで、ほとんど
が鉄鉱石からの生産である。一方、
電炉で生産される鉄鋼の多くは、
成分許容度が高い建築用の小型棒
鋼や軟鋼線に用いられる。厳密な
成分制御が不要なため、スクラッ
プを選別して供給すれば、製品に
必要な性能が得られる。このよう
なスクラップからの生産と、鉱石
からの生産の使い分けは、アルミ
ニウムなどの非鉄金属や製紙など
他の素材でも一般に行われており、
カスケードリサイクルと呼ばれる
ことがある。
　高炉・転炉での生産に老廃屑が
用いられないのは、スクラップ中
の微量の分離しにくい元素（トラン
プエレメントと呼ばれる）が製品中
に残留してしまうためである。例
えば、老廃屑には、解体される前
の製品中に電線などとして使用さ
れていた銅が含まれているが、鋼
材は銅濃度が高くなると加工時に
亀裂が入りやすくなるため、鉄鋼
製品への銅の混入量は厳しく制限
されている。図表 4 に鋼材におけ
る銅の混入許容限度を示す 6)。現
在の高炉・転炉による製鉄法では
銅を分離できないため、高炉・転
炉への老廃屑投入割合は低く抑え
ざるを得ない。この問題の解決に
は、銅などのトランプエレメント
の除去が可能な生産技術の開発や、
トランプエレメントをスクラップ
から事前に除去する分離技術の開
発などが必要である。
　トランプエレメント問題のもう
一つの側面は、高張力鋼などの合
金成分として配合されるマンガン、
クロム、モリブデン、ニオブなど
のレアメタルを回収出来ないため、
貴重な資源をスラグなどとして失
うことである 7)。現状では、選別
や精錬による微量成分の分離回収
は困難であり、スクラップの発生
段階で、合金成分を多く含んだ、
言い換えれば製品時には高級鋼で
あった部材を、分別して高級材の
ままリサイクルする方法を模索す
ることが必要であろう。国内の需
科 学 技 術 動 向　2009年 2月号
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図表5　アルミ缶リサイクルの推移
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参考文献 9) を基に科学技術動向研究センターにて作成
要が高級鋼にシフトしているため、
トランプエレメント問題の解決は
今後より重要性を増してくる。
4-3
アルミニウムリサイクル
の現状
　ボーキサイト等の鉱石からのア
ルミニウム生産には膨大な電力を
必要とする。一方、アルミニウム
リサイクルに必要なエネルギー量
は鉱石から生産する場合の 3% 程
度であり、リサイクルを行う意義
の非常に高い素材である。電気料
金の高価な我が国では、鉱石から
のアルミニウム製造は非常に少な
く、国内で生産されるアルミニウ
ム製品のほとんどが輸入地金とス
クラップを原料とする。アルミニ
ウム全体の素材循環率についての
定量的データは見あたらないが、
（独）石油天然ガス・金属鉱物資源
機構（JOGMEC）のマテリアルフ
ロー分析 8) を元に推定すると 28%
程度と思われる（スクラップから
の合金生産量 1189 千トン、国内
総需要量 4229 千トン、2006 年の
データ）。リサイクルが容易でその
利点も大きい素材としては、意外
に低い値である。
　一方、図表 5 に示すアルミ缶リ
サイクルに関するデータ 9) では、
リサイクル率は 90% 以上と非常に
高くなっている。これは自治体や
企業により分別収集が徹底して行
われているためであろうが、一般
のアルミニウムスクラップについ
ても、収集、分別さえ適切に行えば、
相当高い素材循環率が可能となる
ことを示唆するデータである。
4-4
アルミニウムリサイクルの
制約要因
　素材としてのアルミニウム生産
は、板材やサッシに使用する型材
などの圧延品を製造する場合と、
ダイキャスト用などに成分を調整
したアルミニウム合金を製造する
場合に分かれる。ここでも鉄鋼と
似たカスケードリサイクルが行わ
れており、圧延用は性能要求が厳
しいため原料として主に輸入地金
とリターン材（と使用済み缶など）
が用いられ、アルミニウム合金に
は主としてスクラップが用いられ
る。スクラップとして多く排出さ
れるアルミニウムサッシには、マ
グネシウムが添加されており、そ
のままではマグネシウム含有量が
ダイキャスト用合金としての許容
値を越える事があるので、含有量
を調整する必要がある。通常は、
スクラップ選別と組成の異なるス
クラップの配合だけではマグネシ
ウム含有量の調整は困難なので、
塩素がアルミニウムより先にマグ
ネシウムと反応する性質を用いて、
溶けたアルミニウムに塩素ガスを
吹き込んだり塩素系フラックスを
使用して、塩化マグネシウムとし
て分離する。アルミニウム合金に
とってのトランプエレメントであ
るマグネシウムの分離技術が確立
しているという点は鉄鋼とは異な
るが、塩素を使用するために排ガ
ス中にダイオキシン類が生成する
など、別の問題が発生している。
また、スクラップ中の微量成分は
マグネシウムだけではないので、
スクラップから純度の高いアルミ
ニウム材を再生するためには、他
の微量成分の除去技術など、さら
なる技術開発が必要である。
　最近では、レアメタルを合金成
分とした高性能アルミニウム材の
使用が自動車用などに増加してい
る。これをそのまま合金原料とし
て溶解してしまえば、レアメタル
の損失につながり、鉄鋼と同様な
問題が生じる。アルミニウムも、
解体時に分別して高性能材を別
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図表6　紙リサイクル状況の推移SigmaPlot図
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参考文献 10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
ルートでリサイクルする道を整え
る必要があろう。
4-5
アルミニウム以外の
非鉄金属のリサイクル状況
　アルミニウム以外でも非鉄金属
のリサイクルは盛んに行われてい
るので、その状況を簡単に確認す
る。素材循環率はJOGMEC のデー
タ 8) から算出した。
1) 銅
　銅リサイクルでは、アルミニウ
ムのように成分を調整した合金の
製造は行われておらず、電線や青
銅・黄銅が、それぞれ別に再溶解
して利用される。素材循環率は約
28%（屑 768 千トン、製品 2748
千トン、2006 年）である。プリン
ト基板や家電品中の配線など使用
単位の小さい場合や、複合素材の
リサイクルは難しく、このことは
銅に限らずどの素材でも共通の問
題となっている。
2) 鉛
　鉛は、需要のほとんどがバッテ
リー用である。約 33%（鉛屑 83 千
トン、地金生産255千トン、2006年）
と、比較的高い素材循環率が得られ
ている。ブラウン管などの管球用ガ
ラスには鉛が高濃度で含まれてい
るが、これはガラスとしてリサイク
ルされており、上記計算には含まれ
ていない。液晶テレビなどの急速な
普及によりブラウン管の需要は激
減しているため、今後は管球用ガラ
スをそのままブラウン管などに再
生利用することは難しくなる。した
がって、ガラスから鉛を分離するか、
別の用途を開拓する必要がある。
3) 亜鉛
　亜鉛は最大の用途がメッキ用な
ので、主として鉄鋼用電炉の排ガス
ダストからリサイクルされる。素材
循環率は約 16%（屑等 108 千トン、
地金 655 千トン、2006 年）である。
黄銅に含まれる亜鉛は、そのまま再
溶解によりリサイクルされること
が多いので、計算に含まれていない。
4) レアメタル
　最近では、携帯電話、情報機器
などからのレアメタルのリサイク
ルも盛んに行われている。世界的に
見れば、配線基盤などからの金属
リサイクルは金、プラチナなどの
貴金属だけが対象になっているが、
黒鉱など複雑な組成を持つ鉱石の
精錬技術を引き継ぐ我が国の企業
だけは、貴金属以外のレアメタルも
リサイクルする技術を持っている。
レアメタルの鉱山が一部の国に偏
在しているため、資源セキュリティ
の面からもリサイクルによるレア
メタル生産の推進が必要であろう。
前述したように、今後は携帯電話
などの製品からのみならず、鉄鋼・
アルミニウムなど他の素材に配合
されたレアメタルも回収する技術
の開発が必要になると思われる。
4-6
紙リサイクルの現状
　図表 6 は、紙のリサイクル状況
である 10)。紙の主要成分であるパ
ルプは、金属と違って繊維長が短
くなると高品質の紙には再生でき
なくなるため、紙のリサイクルは
数回しか回すことができない。し
たがって、鉄鋼・非鉄金属とは多
少異なる目で見る必要がある。紙
の素材循環率（古紙利用率）は徐々
に上昇を続けており、最近では
60% 以上を達成している。業界
は素材循環率の目標を 2010 年に
62% としており、損耗するパルプ
を補充する必要性を考えれば、す
でに相当高い素材循環率で、現状
での限界にかなり近づいている。
ただし、紙の種類別に見れば、板
紙（段ボールなどに使ういわゆる
ボール紙）では 93% にも達するの
に対し、新聞用紙（75%）、衛生用
紙（53%）など、板紙以外の紙の平
均値は 38% とばらつきがある。
4-7
紙リサイクルの制約要因
　製紙工程中の化学パルプ製造工
程は、原料である木材中でパルプ
をつなぐ接着剤の役割をしている
リグニンを薬剤により取り除くこ
とが主目的である。この取り除い
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種　類 主な用途 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
 高炉スラグ 原料、混合材 10173 9231 9214 9711 9304
 石炭灰 原料、混合材 6429 6937 7185 6995 7256
 汚泥、スラッジ 原料 2413 2649 2526 2965 3175
 建設発生土 原料 629 1692 2097 2589 2643
 副産石こう 原料（添加材） 2530 2572 2707 2787 2636
燃えがら（石炭灰は除く）、
ばいじん、ダスト 原料、熱エネルギー 953 1110 1189 982 1173
 非鉄鉱滓等 原料 1143 1305 1318 1098 1028
 鋳物砂 原料 565 607 601 650 610
 製鋼スラグ 原料 577 465 467 633 549
 廃プラスチック 熱エネルギー 255 283 302 365 408
 木くず 原料、熱エネルギー 271 305 340 372 319
 再生油 熱エネルギー 238 236 228 249 279
 廃油 熱エネルギー 173 214 219 225 200
 廃白土 原料、熱エネルギー 97 116 173 213 200
 ボタ 原料、熱エネルギー 390 297 280 203 155
 廃タイヤ 原料、熱エネルギー 230 221 194 163 148
 肉骨粉 原料、熱エネルギー 122 90 85 74 71
 その他 378 452 468 615 565
合　計 27564 28780 29593 30890 30720
セメント 1t 当たりの使用量 (kg/t) 375 401 400 423 436
注 1：「その他」は「廃酸」「廃アルカリ」「紙くず」「ガラスくず・陶磁器くず」「コンクリ トー破片・レンガ破片」「RDF」等を含む。
注 2：「セメント1t 当たり使用量」とは、原料代替、熱エネルギー源、混合材としてセメント1t 生産するのに使用した廃棄物・副産物の量を示す。
図表7　セメント製造における廃棄物受入状況
単位　千 t
参考文献 12) を基に科学技術動向研究センターにて作成
たリグニンとそのために使用した
薬剤の混合物を黒液と呼び、黒液
を燃焼させて薬剤のリサイクルと
製造工程への電力および蒸気供給
を行っている。古紙を原料に加え
ていくと、繊維長の短くなったパ
ルプや、古紙中の不要な可燃成分
はエネルギー源として利用できる
が、黒液の絶対量は減少するため
に、素材循環率の上昇と共に化石
燃料の消費量が増えてしまうこと
になる。製紙業界では、化石燃料
の消費を押さえるために、工程改
良やバイオマスの使用割合を増や
すなどの努力を行っているが、エ
ネルギー供給の問題と損耗したパ
ルプの補充の必要性を考えると、
印刷用紙などとして「古紙 100%」
の再生紙を要求する事は、必ずし
も合理的ではないことになる。こ
のことは金属素材のリサイクルと
は決定的に異なる部分である。一
方、回収古紙への夾雑物の混入が
高品質素材へのリサイクルの障害
になるところは、金属スクラップ
の場合と良く似ている。また、繊
維長の短くなったパルプや不純物
を含む古紙は、品質要求の低い板
紙に使用するため、カスケードリ
サイクルに近い状況になっている。
　これまで紙パルプにおける素材
循環率の限界は、主にパルプ繊維
の劣化による再生紙の強度低下に
よって決まっていた。しかし、最
近は新興国において紙の需要が拡
大しており、国内製紙メーカーで
も品質の低い古紙を使わざるを得
なくなっている。通常の工程で除
去が難しいインキ、粘着物、UV 
インキ印刷物、染料着色紙、カー
ボン紙あるいはノーカーボン紙な
どの混入が、素材循環率を低下さ
せる原因となっている。板紙のリ
サイクルは限界近くまで行われて
いるので、これ以上の素材循環率
の向上には、収集段階を含めた異
物の混入防止の徹底と製紙工程で
の異物除去技術の改良が必要であ
る 11)。すでに一部で行われている
ことであるが、異物混入の可能性
の低いコピー紙や印刷紙などを、
雑誌やパッケージなどの雑紙と分
離してリサイクルすることは、紙
類の素材循環率をさらに向上させ
ることにつながろう。
4-8
リサイクルによる
環境への貢献
　リサイクルとは素材を循環使用
するということであるため、廃棄
物の最終処分量を減らすことにつ
ながる。同時に、国内資源である
リサイクル原料の使用による輸入
原材料の節約と、生産にともなう
エネルギー節約も可能となる。こ
れに資源採取に伴う産出国での環
境影響の低減や、原料の長距離輸
送によるエネルギー消費の減少を
合わせて考えれば、リサイクル原
料の使用割合を増やしていくこと
の利点は明らかであろう。
　さらに、リサイクルの後半を担っ
ている素材産業は、工場当たりの
生産量が非常に大きいため、原料
や燃料の一部にリサイクル原料以
外の廃棄物を使用するだけで極め
て有効な廃棄物処理方法を提供で
きることが多い。例えば鉄鋼製造
業では、大量の廃プラスチックを
受け入れて、高炉への吹き込みや
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5  素材リサイクルのより一層の進展に向けて
コークス炉での化学原料化により
有効利用し、その分石炭の使用量
を減少させている。また、アルミ
ニウム合金製造業は、潤滑油など
を再生した再生重油の最大ユー
ザーであるし、製紙業では廃プラ
スチック由来の固形燃料（RPF）を
燃料として導入している。すなわ
ち色々な意味で素材産業は環境対
応型の産業であると言える。
　ここで、図表 7 で、素材産業の
一員であるセメント製造業の廃棄
物受け入れ状況 12) を確認してみよ
う。セメント製造では基本的に廃
棄物は出ないので、受け入れた廃
棄物はそのほとんどが原料あるい
は燃料として消費される。その受
入量は極めて多く、セメント産業
なしには我が国の産業廃棄物、特
に有害で処理の難しい廃棄物処理
は語れない状況となっている。今
後、他の素材産業においても、そ
れぞれの特徴を生かして、主たる
製品製造以外の廃棄物処理に貢献
できる方向で技術開発を行うこと
により、市況に影響されやすい体
質も改善できるものと期待される。
　素材産業においては、すでに商
業ベースで大量のリサイクル原料
が利用されており、さらに素材循
環率の向上を望めば相当な努力が
必要である。長い目で見れば、さ
らなるリサイクルの推進は環境と
エネルギーの両面で利点が大きい
と思われるが、単純に資源循環率
の向上だけを目指すと、製造コス
トを押し上げて製品の競争力を落
とす事になったり、エネルギー消
費の増大や貴重なレアメタルの損
失などにつながりかねない。
　素材リサイクルは、リサイクル
原料から高級素材を再生するアッ
プグレード型、Can to Can のよう
にほぼ同じ素材だけを集めて再生
するクローズドループ型、要求性
能が低い素材に再生するカスケー
ド型に分類されることがある 4)。
アップグレード型は技術的、コス
ト的に困難であることが多いため、
4 章で示したように、カスケード
型リサイクルが主になっている。
しかし、需要は次第に高級素材に
傾いてきており、需給のミスマッ
チにより素材循環率が頭打ちにな
る遠因となる。すぐには実現でき
ないことではあろうが、長期的に
は高品質素材に対するクローズド
ループ型リサイクルが可能な複線
型のリサイクル体制を整えるとと
もに、アップグレード型リサイク
ルもある程度は可能となるように
技術開発を進める必要があると考
えられる。クローズドループ型、
アップグレード型、カスケード型
を、どんな割合で組み合わせるか
の最適解は、恐らく市場が決める
ことになると思われる。しかし、
スクラップ原料・製品ともに市況
に左右されるため、行政によるあ
る程度の方向性の誘導も必要と思
われる。さらに揺れ動く市場の状
況に対して、柔軟に対処できるだ
けの社会システムの整備と技術開
発を進めておくことが肝要である。
特に社会システムの整備に関して
は、リサイクル法の整備と同様に
法的な枠組み作りが必要と考えら
れる。
　以下に、ここまでに指摘した技術
的な制約条件を含めて、今後の素材
リサイクルの進展に向けて必要な
技術的課題をいくつか指摘する。
1) 素材循環率向上のための技
術開発の必要性
　前章に記したとおり、リサイク
ル原料から高品質素材を製造する
アップグレード型リサイクルには
多くの技術開発課題がある。例え
ば鉄鋼であれば、スクラップ中の
銅などのトランプエレメントをス
クラップ選別により取り除く技術
開発、トランプエレメントを分離
するプロセスを含む製鉄法の開発、
さらにはトランプエレメントを含
んでいても高品質の製品を製造す
るための技術開発が必要があろう。
非鉄金属や製紙においてもほぼ似
た状況であり、選別技術と製造技
術において研究開発が必要である。
選別技術については、以下の 2) と
重複するが、現状ではコスト面と
取り組みやすさから、いわゆるロー
テクの採用に傾きがちである。し
たがって、大学や公的研究機関に
おける新しい発想の選別技術を育
てるための予算措置が必要と考え
られる。製造開発については、基
本的に企業において行われるべき
ものであるが、それを誘導するた
めの目標の設定などには行政の関
与が必要であろう。
2) リサイクルを意識した製品
開発の必要性
　リサイクル法が対象とするよう
な製品は、おおむね組み立て製品あ
るいは素材混合物であるため、解体、
選別および分離などの工程が不可
避である。通常は、解体により部
品などをはずした後、大まかな素
材分けをして破砕・選別分離して、
品位が高い部分は素材産業に戻し
て材料として再生し、残りを最終処
分する。この分解・分離工程を容易
にするために製品の設計段階から
配慮することは、多くの企業で実践
され始めている 13、14)。リサイクル
法で拡大生産者責任 (EPR) を採用
した最大の利点は、生産者が製品
作りの段階で処理処分を意識した
ものづくりを進める方向に導くこ
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6  終わりに
参考文献
1)　社団法人 日本鉄源協会：鉄スクラップ市況（週間）：http://www.tetsugen.gol.com/saishin/3index1.htm  
2)　社団法人 日本鉄源協会：鉄源需給基礎情報
粗鋼生産高：http://www.tetsugen.gol.com/kiso/1seisan.htm
老廃屑回収量、鉄鋼備蓄量：http://www.tetsugen.gol.com/kiso/5chikujapan.htm
3)　根崎光男：「環境」都市の真実、74、講談社 (2009)
4)　中村崇：金属素材リサイクルのシステムと技術、日本エネルギー学会誌、Vol.87, No.4, 242 (2008)
とができたことと言える。この部
分の開発は企業でしか出来ないが、
現状では同業種でも企業間に意識
の差があるため、先進企業の情報
を周知すると共に何らかの目標設
定がなされるべきであろう。
　そのほか、分解・分離を新しい
発想で行う技術も生まれてきてお
り、例えば、自動車解体における
ワイヤーハーネスの取り外しを行
う作業を、ロボット技術を応用し
たパワースーツを着用して行う技
術、形状記憶合金を部品固定部に
使用して加熱により一気に解体を
進める技術、プラスチック中に分
解触媒を含有させ、加熱によりプ
ラスチックを液化して除去する技
術などが提案され、一部は実用化
段階になっている。ある意味アイ
デアの勝負とも言えるが、研究機
関やベンチャー企業などで提案さ
れた技術の芽を摘まないように評
価育成するシステムの充実が必要
である。
3) 分解後の分別を容易にする
技術の必要性
　複線型のクローズドループ型リ
サイクルを可能にするためには、
分解・解体後に材質を判定しなけ
ればならない場合が生じると予想
される。産業廃棄物であれば内容
物を表示した産業廃棄物管理票（マ
ニフェスト）が添付されるが、材
質の選別には情報が不十分である。
また、一般廃棄物や回収業者が購
入した有価物であればマニフェス
トが添付されない場合もある。材
質の判定が技術的に的確に行える
ようにすることが今後のリサイク
ル進展に必要であろう。解決方法
は色々と考えられるが、個別部材
に材質に関する何らかの情報を付
与するマーキングあるいは IC タ
グなどを利用すれば、飛躍的に分
別が容易になるであろう。ただし、
現在の国際的な物流から考えて、
世界標準を目指してこのような情
報化を進めていく必要がある。そ
こで、行政や業界でのまとまった
取り組みが必要と思われる。すで
に廃棄物処理での IC タグ利用の試
行は始まっている。しかし、まだ
マニフェストの代用や輸送時の追
跡などに限られており、今後は選
別への応用を念頭に置いてその効
果を検証する研究も産学が連携し
て行う必要があろう。
　収集・再生段階での散逸、消滅
あるいは貿易による出入りなどを
別にしても、リサイクル各段階で
の処理効率には限界があるので、
紙は言うにおよばず、鉄鋼、非鉄
金属などにおいても資源循環率に
は限界があって当然である。しか
し、現状では処理効率以外の様々
な制約要因により、限界より低い
素材循環率に止まっている。長い
目で見れば、さらなるリサイクル
の推進は環境とエネルギーの両面
で利点が大きいので、少しずつで
も素材循環率を上昇させる必要が
ある。現状では、素材産業が担当
する再資源化の部分だけでも、ト
ランプエレメントの問題、レアメ
タルの消失の問題、高級素材の需
要増加に対する需給ミスマッチの
問題など、多くの課題が残ってい
る。その解決への方向として、本
稿ではクローズドループ型リサイ
クルの推進による複線型リサイク
ルの整備や、アップグレード型リ
サイクルへ向けた技術開発、分解
を意識した製品開発、リサイクル
を支援する技術開発などの必要性
を指摘した。リサイクルは、排出
者から、収集、解体を行う業界、
再生素材のユーザーにまで係わる
問題である。したがって、長期的
な戦略を素材産業だけで決めるこ
とは出来ない。また、研究開発も
産学官が役割分担して連携して進
める必要があるだろう。行政や市民
が業界とともに方向性を継続的に
議論しながら、できるところから進
めて行くとともに、行政による長期
目標への誘導が必要であろう。
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1  はじめに
科学技術動向研究
ナノ多孔質セラミックス分離膜の
研究開発動向
－化学合成プロセスへの応用における省エネルギー化－
岩本　雄二　　　　　　　　河本　洋
　　　　客員研究官　　　　ナノテクノロジ ・ー材料ユニット
　化学産業におけるエネルギー消
費は産業分野の約 15％となって
おり 1)、そのエネルギー消費の約
40％が蒸留操作による分離・精製
に費やされている 2)。さまざまな混
合物を分離する従来のプロセスは、
エネルギー大量消費型のプロセス
となっており、分離に必要なエネ
ルギーの大幅な削減とプロセスの
高効率化の両立は、化学産業にお
いて、地球温暖化排出ガスの削減
を進める上での優先的課題となっ
ている。分離膜による精製プロセ
スは、蒸留によるものと比較して、
大幅な省エネルギー化を達成でき
る有力な候補であり、現在は有機
高分子分離膜が用いられている。
　化学合成プロセスへ応用可能な
多孔質分離膜には、分離対象とす
る生成物の大きさに応じた孔径を
ナノスケールで制御すること、さ
らには、生成物のみを選択的に分
離することが要求される。これら
のポテンシャルを有する多孔質分
離膜材料としては、有機高分子系
の芳香族ポリイミドやフッ素系ポ
リマーなどと、シリカ系やゼオラ
イト系のセラミックスがあげられ
る。現在用いられている有機高分
子分離膜には耐熱性・耐化学薬品
性・耐圧性・機械的強度などに限
界がある。一方、ゼオライト系セ
ラミックスは、有機高分子分離膜
の部材（膜材料・支持基材）のこれ
らの限界をブレークスルーする可
能性をもつ次世代の分離膜材料と
して注目されている 3、4）。
　本稿では、ゼオライト系セラミッ
クスを対象に、ナノ多孔質分離膜
部材開発に必要な膜材料の微視的
構造と物理化学的特性、分離膜部
材作製プロセス、分離膜部材・セル・
モジュール・システムに関する研
究開発動向と、分離膜システムに
よって期待される種々の化学合成
プロセスにおける省エネルギー効
果などについて述べる。さらに、
研究開発すべき課題を抽出し、今
後の研究開発の進め方についても
提言する。
2  化学合成プロセスへの       ナノ多孔質セラミックス分離膜の適用
2-1
ナノ多孔質分離膜の
これまでの応用
　分離膜とは、分離・精製対象と
なる物質である、液体や気体を選
択的に透過させる膜を指す。これ
まで多孔質分離膜に関しては、マ
イクロからナノスケールに至るさ
まざまな大きさの物質を対象とし
た分離膜技術の研究開発が行われ
てきた。μm レベルの物質を分離
対象としたろ過膜にはディーゼル
エンジンの排出ガス浄化用フィル
ター（DPF）があり、数 100nm 以
上の物質のろ過膜は工業廃水の再
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生や除菌に利用されている。数
nm までの物質を分離対象とした
限外ろ過膜は、浄水をはじめ、酵
素などの分子の分離・濃縮や、医
療分野での人工透析やウイルス除
去に応用されている。さらに、数
nm 未満の極めて小さな物質を分
離対象としたナノ多孔質分離膜が
開発されており、高分子（タンパク
質）の除去や果汁・乳製品の濃縮を
目的とした実用化が進められてい
る。これらの中で特に注目される
のは、耐熱性や耐化学薬品性など
のセラミックスに特有な性質を生
かした分野での応用において、サ
ブナノメートル（0.1nm）スケール
の極微細な孔が連続的・規則的に
配置されたナノ多孔質セラミック
ス分離膜の研究開発である。
　図表 1 に　ナノ多孔質分離膜・
セル・モジュールの概念図および
分離対象物質と分離・ろ過膜の種
類を示す。この図表では、シリカ
やパラジウムなどの触媒活性のな
い材料による環状の分離膜セルを
多数配置させた分離膜モジュール
と、膜による分離・ろ過の原理を
表している。
科学技術動向研究センターにて作成
図表1　ナノ多孔質分離膜・セル・モジュー ルの概念図および分離対象物質と分離・ろ過膜の種類
分離膜
透過物質
ナノ孔
非透過物質
ナノ多孔質分離膜
分離膜モジュール
 残留物質
供給物質
供給物質 非透過物質
透過物質
イオン・分子 タンパク質・多糖類 酵母・菌類
酵素・抗生物質 ウイルス バクテリア
除塵フィルタ・DPF
精密ろ過膜
限外ろ過膜
ナノ多孔質分離膜
0.1nm 1nm 10nm 100nm 1μm 10μm
分離対象物質の大きさ、分離・ろ過膜の孔径
環状型分離膜セル
（分離対象物質）
透過物質
分離後分離前
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図表2　各種分離膜の材質による特徴の比較
2-2
ナノ多孔質セラミックス
分離膜の利点
　図表 2 に各種分離膜の材質によ
る特徴を比較して示す。これまで
化学合成プロセスを対象として開
発が進められてきた有機高分子分
離膜はコスト面では有利であるが、
耐熱性・耐化学薬品性・機械的強
度などの点で限界がある。一方、
パラジウム系緻密膜に代表される
金属分離膜も、優れた水素分離性
能が知られているが、使用温度領
域の制限・水素脆化や硫黄被毒に
よる特性劣化、さらに、希少金属
であるが故の高コストが化学合成
プロセスへの実用化に向けて大き
な課題となっている。
　これらに対して、ゼオライトを
用いるナノ多孔質セラミックス分
離膜は、室温から 500℃以上の高
温に至る種々の化学反応プロセス
条件下において優れた耐熱性と化
学安定性を示し、炭化水素分離膜
として最も有望である。さらに、
膜を支持する基材に機械的性質に
優れるものを選定できることから、
革新的な分離プロセスの実現に向
けた部材としてゼオライトが期待
されている。
2-3
ナノ多孔質セラミックス
分離膜システム導入による
化学産業の省エネルギー効果
　規則的なナノ多孔質構造を有す
るゼオライト分離膜に今後期待さ
れる領域として、有機化合物の脱
水や分離・精製を対象に、現在の
蒸留による分離・精製プロセスの
一部を膜による分離・精製に置き
換える、あるいは、その全体を分
離膜プロセスに置き換えるという
応用がある。これによって、化学
産業の大幅な省エネルギー化を実
現することが期待できる。
　例えば、水 / 酢酸の分離・精製
プラントにおいて、従来の蒸留塔
をナノ多孔質分離膜モジュールか
ら構成されるシステムに置き換え
た場合に期待される省エネルギー
効果の試算を図表 3 に示す。蒸留
プロセスによる分離の際に必要な
熱量を 162,000kcal/h とすると、
水選択性のナノ多孔質分離膜プロ
セスによる浸透気化法で分離・精
製した場合に必要な熱量は 27,000 
kcal/h と試算され、必要な熱量と
してはおよそ 85％の省エネルギー
化が実現される。さらに、酢酸選
択性の分離膜を導入した場合は、
必要な熱量は 5,200kcal/h となり、
90％以上の省エネルギー化を実現
することができると試算されてい
る 2)。
　分離膜の性能はαという値で比
較される（注2 参照）。現在のゼオ
ライト分離膜の性能は酢酸選択膜
としてα =20 程度であり、高性能
なものとはいえない。今後、α＝
400 程度の高性能なナノ多孔質セ
ラミックス分離膜が開発されて、
水選択性または酢酸選択性の分離
膜システムが導入されると、蒸留
塔のない、省エネルギーで省スペー
スの分離・精製プロセスが実現す
る。しかし、従来プロセスの蒸留
塔を全面撤去して規則性ナノ多孔
質セラミックス分離膜システムに
置き換えるためには、大掛かりな
プラントの構造変更が必要となり、
この置き換えは現実的ではない。
そこで、従来の蒸留プロセスの一
部にナノ多孔質セラミックス分離
膜システムを導入することから、
化学合成プロセスの省エネルギー
化が進んでいくと考えられる。
　上記の適用例以外にも、沸点差
の小さい混合物の蒸留操作の場合
はさらに分離膜適用の期待は大き
い。例えば、石油化学産業におけ
る最大プラントであるナフサ・ク
ラッカーの蒸留は、ガス成分を圧
縮・冷却することにより原料を液
分離膜の材質 耐熱性 化学安定性 主な分離対象 コスト 主なメリット・デメリット
ナノ多孔質
セラミックス ○ ○
炭化水素
水素
酸素
二酸化炭素
水（脱水）
△
・耐熱性が高い
・耐化学薬品性が高い
・機械的強度が高い
・資源埋蔵量が多い
有機高分子 × △
水素
酸素
二酸化炭素
水（脱水）
○
・成形加工が容易
・耐熱性が低い
・耐化学薬品性が低い
・機械的強度が低い
・炭化水素分離で劣化
金属 △ △ 水素 ×
・低温（300℃以下）で使用不可
・資源埋蔵量が少ない
・耐被毒性に劣る
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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わせて TO4 と表現する）、組成式
NaxSiyAlxO2(x+y)（x ≦ y）で表す
ことができ、現在 150 を越える種
類が知られている 6)。一つの TO4
図表3　水/酢酸の分離・精製プラントにナノ多孔質分離膜システムを導入した場合に予想される省エネルギー効果の試算
3  ナノ多孔質ゼオライト分離膜
 最終稿
 
図表 水酢酸の分離・精製プラントにナノ多孔質分離膜システムを導入した場合の
予想される省エネルギー効果の試算
水酢酸のナノ多孔質分離膜プロセス
分離膜性能α＝
水酢酸の蒸留分離プロセス
原料

水 
酢酸 
酢酸
酢酸：
水：
水
水：
酢酸：
蒸
留
塔



原料

水 
酢酸 
水
分離膜
ス
酢酸
酢酸：
水：
水
水：
酢酸：


還流

参考文献 掲載データに基づいて科学技術動向研究センターで作成

（注 ）水酢酸の蒸留分離に必要な熱量は、常圧における  成分系での気体と液体の平衡関係をベースに、濃
縮部と回収部から構成される多数の蒸留塔における蒸留分離が不十分な原料の還流量を求め、この還流
量に対応する凝縮器の冷却に要する熱エネルギーとしている。
（注）分離膜性能αは、供給物質の濃度が、透過物質の濃度が であるときに、α＝で
定義される。
（注 ）浸透気化法とは、分離膜に液体を供給し、供給側とは反対側の分離膜を真空ポンプなどで吸引して液体
を蒸発させながら透過物質を分離する方法を指す。

図表 各種分離膜の特徴に関する比較











参考文献 掲載データに基づいて科学技術動向研究センターで作成
化して沸点差により精製物を分け
るもので、これもエネルギーの大
量消費プロセスとなっている。エ
チレンとエタンを分離する場合、
蒸留塔の段数は120～150段程度、
プロピレンとプロパンに至っては
250 段程度が必要である。これら
の精製プロセスの簡易化も化学産
業の従来からの大きなニーズであ
る。さまざまな異性体分離（例えば、
キシレン・ジイソプロピルベンゼ
ン・クレゾール・ブテン・フェノー
ルなど）に分離膜プロセスが適用で
きれば、省エネルギー化とともに
製造装置の小型化や効率化・低コ
スト化も実現できる。さらに、石
油精製産業についてみれば、石油
留分からの芳香族炭化水素の分離
（アロマとナフテンおよびパラフィ
ンの分離）などにも新しい分離膜プ
ロセスが適用できれば、同様の効
果が期待できる。その上、現在バ
イオ燃料として実用化が進められ
ているエタノールの脱水操作は、
今後ますますニーズが高くなると
ともに、世界規模での脱水分離膜
システムの市場拡大が見込まれる。
石油精製・石油化学などの産業か
らの、分離膜技術への要望はます
ます多様化し、同時に省エネルギー
化への要望も強くなっており、濃
縮部と回収部から構成される多数
の蒸留塔を用いる分離・精製操作
の中で、エネルギー消費量の占め
る割合が 70％を超えると言われ
ている蒸留操作における省エネル
ギー化の重要性はますます増して
いる 5)。
参考文献 2) を基に科学技術動向研究センターにて作成
注1：水/酢酸の蒸留分離に必要な熱量は、常圧における2成分系での気体と液体の平衡関係をベースに、濃縮部と回
収部から構成される多数の蒸留塔における蒸留分離が不十分な原料の還流量を求め、この還流量に対応する凝縮器の
冷却に要する熱エネルギーとしている。
注2：分離膜性能αは、供給物質の濃度がX、透過物質の濃度がYであるときに、α＝[Y/(1-Y)]/[X/(1-X)]で定義される。
注3：浸透気化法とは、分離膜に液体を供給し、供給側とは反対側の分離膜を真空ポンプなどで吸引して液体を蒸発さ
せながら透過物質を分離する方法を指す。
　ゼオライトは、結晶性含水アル
ミノケイ酸塩であり、その構造
の基本単位は四面体構造を持つ
（SiO4）4- および（AlO4）5- であり（合
単位が四つの頂点となっている酸
素をそれぞれ隣の四つの TO4 単
位と共有することにより、次々と
3 次元的に連結して結晶が形成さ
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図表4　代表的なゼオライトのナノ孔径と構造（A型、X型、Y型）
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
れる。この結晶は、孔の入り口径
が 0.4 から 0.8nm 程度となる多孔
質であるため、孔の入り口より小
さい分子は細孔内に侵入できるが、
大きな分子は侵入できないことに
よる分子ふるい機能を有する。
　ナノ多孔質ゼオライトは、図
表 4 に示すように、透過分子径よ
りは若干大きいナノ孔を有する分
子ふるい分離膜材料として、さら
に、有機高分子膜では達成できな
い耐熱性・耐久性・耐薬品性など
の性質がある膜材料として注目さ
れている。この材料は、浸透気化
分離への応用をはじめ、気体分離
や触媒膜としてのメンブレンリア
クターへの適用など幅広い展開が
期待されている 7、8)。一般に、ゼ
オライトのナノ孔は出入り口の環
構造中に含まれる酸素原子の数（員
数）によっておおまかに分類され
る。なお、員数とナノ孔径は一定
にならないが、これは環構造を形
成する面の形が異なる、あるいは
平面からのずれがあるためである。
ナノ孔径の制御に有効な方法とし
てイオン交換が知られている。そ
の典型的な例として、A 型ゼオラ
イトの 8 員環面のカチオンがナト
リウム（Na＋）の場合は有効ナノ孔
径が約 0.4nm となり、これをカリ
ウム（K＋）に交換するとナノ孔径
が約 0.3nm となり、カルシウム
（Ca2+）に交換した場合は 8 員環が
空になってその有効ナノ孔径は約
0.5nm となる 6)。
　（SiO4）4- 単位の頂点酸素をすべ
て共有して 3 次元的に連結した物
質はテクトケイ酸塩とよばれ、そ
の骨格組成として Al を含まない
ものはシリカ（SiO2）になる。一方、
Al を含む場合、Si4+ を Al3+ で置
き換えた分だけ不足した正電荷を、
他のカチオン（Na+、H+、Ca2+ な
ど）で補うため、組成は MnAlnSi1-
nO2 となる (M が 1 価のカチオンの
場合）。また、ゼオライトの骨格中
の Si4+ がどの程度 Al3+ や他のカチ
オンで置き換わっているかは、ゼ
オライトの化学的性質（親水性・耐
薬品性・酸性度など）に大きな影響
を及ぼす。このような性質を有す
ることから、種々の異なった分子
の混合物において、いずれの分子
 最終稿
 


図表 種々のゼオライトのナノ孔径と代表的なの構造（型、、型）

透過分子の種類
ゼオライト
の種類
型
型
型
型
型
     
細孔径 （）
水酸素
窒素
ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ
イソブタン
ベンゼン トリブチルアミン
ナノ孔

参考文献に基づいて科 向研究センターで作成




図表 ゼオライト多結晶膜の製膜プロセス
ゼオライト膜
シリカ原料 アルミナ原料
アルミノシリケートゲル
多孔質支持基材上ゲル膜
結晶化処理
種結晶処理
水熱合成
ゼオライト膜
多孔質支持基材

科学技術動向研究センターで作成





もゼオライトのナノ孔径よりも小
さい場合でも、分子のゼオライト
との親和性の差を利用することで
特定分子のみを優先的にゼオライ
トへ吸着させることができる。例
えば、強い親水性を有し、シリカ
含有量が少ないゼオライトでは大
気成分ガスなどの吸着量の序列は、
分圧一定で、次のようになる。
　H2O＞ CO2＞ N2＞O2＞Ar
また、炭化水素の場合は、エチレ
ンガス（H2C=CH2）に代表される炭
素―炭素二重結合を有するアルケ
ンやトルエンなどの芳香族の方が、
アルカン（飽和炭化水素）と比較し
て、ゼオライトとの親和性が高い。
したがって、ゼオライトのナノ多
孔質分離膜としての応用において
は、分離対象とする分子サイズに
適したナノ孔径の制御とともに、
対象分子との化学親和性に基づく
選択吸着機能を利用することで、
その分離性能を飛躍的に向上させ
ることができる。
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図表5　ゼオライト多結晶膜の製膜プロセス
科学技術動向研究センターにて作成
4  ゼオライト分離膜の作製方法の現状
4-1
水熱合成法
　ゼオライトは自然界に存在して
おり、これを含む鉱物の熱処理あ
るいは化学処理により抽出された
材料が利用されている。一方、人
工的に作製する方法としては、高
温・高圧水に物質がよく溶解する
現象を利用して結晶を合成・成長
させる、水熱合成法が一般に用い
られている。通常の水には溶けな
いシリカも熱水中では溶解する現
象を利用して、オートクレーブ中
の高温・高圧水条件下でゼオライ
トが合成される。ゼオライトを構
成するための原料としてのアルミ
ナ源は金属アルミニウム、アルミ
ン酸ソーダ、水酸化アルミニウム
などである。シリカ源にはシリカ
粉末やシリカゲルのほか、水ガラ
スなどのケイ酸ナトリウム、コロ
イダルシリカやテトラメチルシラ
ン、ケイ素アルコキシドが用いら
れる。原料組成比のほかの作製条
件としては、温度、圧力、時間、
結晶化調整剤と種結晶の有無など
が重要因子である。
　一方、ゼオライト膜は、単独の
自立膜では機械的強度が低い、緻
密ではないなどの問題点があるた
め、多孔質支持基材に結晶を緻密
に析出させた多結晶質膜として作
製される。報告例が圧倒的に多い
MFI 型ゼオライトは、原料として
のシリカ源に湿式シリカ、コロイ
ダルシリカ、テトラエトキシシラ
ンなどを用い、構造規定剤（テンプ
レート ) として臭化テトラプロピ
ルアンモニウムなどを使用して、
オートクレーブ中で多孔質支持基
材上に製膜される。
4-2
ゼオライト種結晶を
用いる方法
　浸透気化分離の脱水膜としては
A 型ゼオライト膜が実用化されて
おり、図表 5 に示した製膜プロセ
スにより作製されている。多孔質
セラミックス支持基材（図表 6(a)）
に種結晶（図表 6(b)）を塗布する。
これをアルミノシリケートゲル中
に浸漬させて、大気圧下 100℃で
3 ～ 4 時間水熱合成することで、
数μ m 程度の大きさの結晶で構
成される、膜厚が 10 ～ 20 μ m の
多結晶膜（図表 6(c)）が作製される。
このような組織形成は、合成初期
に多孔質基材表面にゲル状物質が
存在して、時間の経過とともにゲ
ル中で核生成と結晶成長が起こる
ことによる 5、9)。
　このようにゼオライト種結晶を
支持体上に塗布し、それらを水熱
合成で成長させてゼオライト膜に
する方法は緻密で分離性能の高い
ゼオライト膜の作製に有効である。
種結晶の塗布方法としては、懸濁
液中に支持体を浸漬する方法やス
ラリー状の溶液を塗布する方法の
ほか、電気泳動法やレーザー・ア
ブレーション法でゼオライト片を
支持体に付着する方法などが試み
られている。水熱合成での加熱法
にマイクロ波加熱を用いると、結
晶化が促進されて緻密な薄膜が得
られることが分かっている。
注4：国際ゼオライト学会では、いろいろなゼオライトの構造をアルファベット3文字を用いた構造コードで分類し
ている。MFI型は、環構造中に含まれる酸素原子の数が10個である（10員環）、ナノ孔径が0.4nmから0.6nm程度の骨格構
造を有するゼオライトの種類を指す。
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る方法やスラリー状の溶液を塗布する方法のほか、電気泳動法やレーザー・アブレーション法でゼオライト片を支
持体に付着する方法などが試みられている。水熱合成での加熱法にマイクロ波加熱を用いると、結晶化が促進さ
れて緻密な薄膜が得られることが分かっている。 
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4.3 ドライゲルコンバージョン（DGC）法 
水がゼオライト作製の必須の溶媒ではないことが認識された後10）、水を溶媒としないゼオライトの結晶化手段が15 
検討されるようになり、シリカおよびアルミナとアルカリを含む乾燥ゲルをエチレンジアミン－トリエチルアミン－水
の蒸気の下で、MFI ゼオライトが得られることが見いだされた11）。DGC 法では、まず水熱合成法と同様に水性ゲ
ルを調製し、これに多孔質支持基材を浸漬し、支持基材表面をゲルで被覆して、乾燥後に結晶化が行われる。ま
ず膜表面にゼオライト結晶がまばらに生成し、徐々に結晶の数が増えていく。このとき、結晶が表面だけではなく、
結晶下部のアルミナ支持基材中にも結晶が生成・成長する。多孔質支持基材中に生成したゼオライトは、支持基20 
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5  ナノ多孔質ゼオライト分離膜の       微視的構造の解析・評価に関する現状
4-3
ドライゲルコンバージョン
（DGC）法
　水がゼオライト作製の必須の溶
媒ではないことが認識された後 10）、
水を溶媒としないゼオライトの結
晶化手段が検討されるようになり、
シリカおよびアルミナとアルカリ
を含む乾燥ゲルをエチレンジアミ
ン－トリエチルアミン－水の蒸気
の下で、MFI ゼオライトが得られ
ることが見いだされた 11）。DGC 
法では、まず水熱合成法と同様に
水性ゲルを調製し、これに多孔質
支持基材を浸漬し、支持基材表面
をゲルで被覆して、乾燥後に結晶
化が行われる。まず膜表面にゼオ
ライト結晶がまばらに生成し、徐々
に結晶の数が増えていく。このと
き、結晶が表面だけではなく、結
晶下部のアルミナ支持基材中にも
結晶が生成・成長する。多孔質支
持基材中に生成したゼオライトは、
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検討されるようになり、シリカおよびアルミナとアルカリを含む乾燥ゲルをエチレンジアミン－トリエチルアミン－水
の蒸気の下で、MFI ゼオライトが得られることが見いだされた11）。DGC 法では、まず水熱合成法と同様に水性ゲ
ルを調製し、これに多孔質支持基材を浸漬し、支持基材表面をゲルで被覆して、乾燥後に結晶化が行われる。ま
ず膜表面にゼオライト結晶がまばらに生成し、徐々に結晶の数が増えていく。このとき、結晶が表面だけではなく、
結晶下部の ミナ支持基材中にも結晶が生成・成長する。多孔質支持基材中に生成したゼオライトは、支持基20 
支持基材表面に観察されるゼオラ
イト結晶下の部分から成長を開始
し、その後、支持基材全体に広がっ
て緻密になる 12)。DGC 法では、
結晶化がほぼ 100％に達し、水熱
合成法より均質なゼオライト膜が
合成され、廃液が少ない特徴があ
る。
4-4
分離膜の
作製方法における課題
　ゼオライト膜は、その結晶構造
固有のナノ孔を有するため、無欠
陥であれば、分子をナノ孔から透
過させてふるい分けることができ
る。しかし、ゼオライト膜は多数
の結晶で構成されているため、結
晶と結晶の界面（結晶粒界）には分
子がすり抜けてしまう間隙（ピン
ホール）が多くの場合に存在し、こ
れらが分離性能を低下させる。そ
のため、新しく開発されたゼオラ
イト膜の気体分離に関する数多く
の論文が発表されているが、現時
点では実用となり得る分離膜はほ
んどない。例えば、A 型ゼオラ
イト膜では、水分の影響を受け易
く、ピンホールのない膜にするこ
とは現状では極めて困難である。
　水熱合成法によるゼオライト膜
の生成機構については、
1) 溶液中での核発生と結晶成長お
よびこれらに引き続く支持体上
への析出
2) 溶液中での核発生とその後の支
持体上への集積と結晶成長
3) アモルファスゲルの支持体上へ
の集積と核発生および結晶成長
4) 支持体上での核発生とこれに引
き続いての結晶成長
などが提案されている。しかし、
規則性があるナノ多孔質ゼオライ
ト分離膜を再現よく合成するには、
これらの生成機構に関するさらな
る解析・評価・検証が必要とされる。
図表6　A型ゼオライト多結晶膜部材の微視的組織
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
(a) 多孔質支持基材 (b) 種結晶 (c) 水熱合成による A 型ゼオライト膜
　各種使用環境下において信頼性
のあるゼオライト分離膜材料の研
究開発には、分離機能を担ってい
るナノ多孔質構造の解析・評価技
術が不可欠である。ゼオライトを
緻密な多結晶体として使用する分
離膜の性能には、ナノ孔径や化学
組成とともに、結晶粒界の構造な
どのナノスケールの微視的構造因
子が深く関わっている。
　図表 7 に、ゼオライト膜の微
視的構造の高分解能電子顕微鏡
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ナノ多孔質セラミックス分離膜の研究開発動向－化学合成プロセスへの応用における省エネルギー化－
（TEM）像とそのシミュレーション
像を並べて示す。TEM 像には計
算に用いたゼオライトの構造モデ
ルを描き込んである。この理由は、
ゼオライト分離膜の原子配列が複
雑であるために、位相コントラス
ト像から直接原子配列の情報を得
ることは難しく、十分薄い試料か
ら得られる位相コントラスト像を
コンピュータ・シミュレーション
像と比較することによって詳細な
TEM 像の解釈が可能になるためで
ある。図表 7 の TEM 像（a）とその
シミュレーション像（b）は良く一致
していることが分かる 13）。
　このようなゼオライトの結晶構
造、あるいは、多結晶中の欠陥な
どの微視的構造の解析・評価を通
じて、分離性能の向上指針を得る
ことは分離膜の研究開発において
極めて有用となる。また、ゼオラ
イト膜は多結晶膜であることから、
ナノ多孔質分離膜としての重要な
微視的構造の情報として、ゼオラ
イトの結晶成長速度の異方性や結
晶界面の構造 ( 図表 8(a))、さらに
は、ゼオライトと多孔質支持基材
との境界領域の構造 ( 図表 8(b)) な
どがあげられる。これらの情報は
膜の分離性能や機械的性質などに
関わる知見を提供するが、ナノ多
孔質分離膜の微視的構造の解析・
評価にはTEMを用いる方法がもっ
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た試料加工法では十分な試料の薄片化が困難である。よって、ナノ多孔質ゼオライトに適した試料加工法の確立
が必要である。 
② 電子線損傷を考慮した TEM 観察技術 研究開発 
ゼオライトは、高エネルギー電子線照射によって容易に損傷する材料であるため、通常の TEM 観察条件で観
察することができない。そのため、電子照射量を減らして損傷時間を遅延させて観察する低電子線量照射観察方5 
法が採用されている。しかし、この方法を用いても、同一視野を損傷無く観察できる時間は短いなどの限界がある。
よって、ゼオライト膜に適した、電子線損傷を考慮した TEM 観察技術の研究開発が不可欠である。 
 
図表7 ゼオライト膜の微視的構造 
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                                             TEM像（a）  シミュレーション像（b） 
文献 13）に基づいて科学技術動向研究センターで作成 
 
図表8 ゼオライト多結晶膜の TEM 構造解析例 
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図表8　ゼオライト多結晶膜のTEM構造解析例
写真：（財）ファインセラミックスセンター提供
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とも有用といえる。
　しかし、TEM によるゼオライト
分離膜のナノ構造解析・評価方法
（TEM 法）として、以下のさらなる
課題がある。
（1）ナノ多孔質ゼオライトに適
した薄片試料加工法の確立
　TEM 法による微視的構造解析の
際には、電子線が観察用試料を透過
できるように数 10nm 以下の薄さ
にまで加工する必要がある。しかし、
ナノ多孔質構造を有するゼオライ
トでは、従来の金属やセラミックス
を対象とした試料加工法では十分
な試料の薄片化が困難である。よっ
て、ナノ多孔質ゼオライトに適した
試料加工法の確立が必要である。
（2）電子線損傷を考慮した TEM
観察技術の研究開発
　ゼオライトは、高エネルギー電子
線照射によって容易に損傷する材
料であるため、通常の TEM 観察条
件でその試料を観察することがで
きない。そのため、電子線照射量を
減らして損傷時間を遅延させて観
察する低電子線照射量観察方法が
採用されている。しかし、この方法
を用いても、同一視野を損傷無く観
察できる時間は短いなどの限界が
ある。よって、ゼオライト膜に適し
た、電子線損傷を考慮した TEM 観
察技術の研究開発が不可欠である。
（3）3 次元（3D）構造の定量的評
価技術
　TEM によるコンピュータ・トモ
グラフィー手法を応用して、観察試
料の 3D 構造を求めることが必要で
ある。3D 構造イメージが得られれ
ば、ナノ孔構造を描くことが可能と
なる。その結果、ナノ孔の 3 次元
構造やナノ粒子形態など、これまで
定性的な解釈に止まっていたナノ
多孔質ゼオライトの微視的構造情
報を定量化することができる。
6  ゼオライト分離膜部材の       種々の領域での応用に関する研究開発
　A 型ゼオライト膜は、分子ふるい
機能と親水性とがあいまって、エタ
ノールやイソプロパノールなどの
有機物と水との混合物から水を選択
的に透過させて分離する機能を有す
る。エタノールやイソプロパノール
の場合では、含水率 1,000ppm 程
度までの脱水が可能である。ゼオラ
イト分離膜の応用に関する具体的
な研究開発の現状を以下に示す。
6-1
エタノールの脱水
　燃料用バイオエタノールの工業
生産の実現ためには、濃縮脱水プ
ロセスの省エネルギー化が必須と
なっている。1995 年に初めて、親
水性 Na-A 型ゼオライト分離膜を
用いたエタノール水溶液の脱水特
性が報告され 9)、その後、多くの
報告が Na-A 型膜の浸透気化性能
についてなされている。図表 9 に、
沖縄県宮古島でのパイロットプラ
ントに導入された、燃料用バイオ
エタノールの脱水用ナノ多孔質ゼ
オライト分離膜モジュールを示す。
分離膜モジュールは直径 12mm、
長さ 1m のチューブ 125 本の環状
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写真：（財）ファインセラミックスセンター提供 
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プラントに導入された、燃料用バイオエタノールの脱水用ナノ多孔質ゼオライト分離膜モジュールを示す。分離
膜モジュールは直径 12mm、長さ 1 m のチューブ 125 本の環状型分離膜から構成され、530 l/h のエタノール透
過量が得られている。バイオエタノールの精製工程において蒸留と膜分離を組み合わせることにより、発酵液から20 
無水エタノールを得る濃縮脱水工程での約20%の大幅な省エネルギー化が実証された。 
 
図表9 燃料用バイオエタノールの精製パイロットプラント（沖縄県宮古島）における 
脱水用ナノ多孔質ゼオライト分離膜モジュール 
ナノ多孔質ゼオライト
分離膜モジュール
エタノール/水分離
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文献 5, 14, 15)に基づいて科学技術動向研究センターで作成 
 
図表9　燃料用バイオエタノー ルの精製パイロットプラント（沖縄県宮古島）における脱水用ナノ多孔質ゼオライト分離膜モジュー ル
参考文献 5、14、15) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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型分離膜部材から構成され、530 
l/h のエタノール透過量が得られて
いる。バイオエタノールの精製工
程において蒸留と膜分離を組み合
わせることにより、発酵液から無
水エタノールを得る濃縮脱水工程
での約 20% の大幅な省エネルギー
化が実証された。
6-2
イソプロパノールの脱水
　精密機器の製造過程において、
レンズや半導体の洗浄に使用され
た排水からイソプロパノールを除
去する浄化処理を行い、分離され
たイソプロパノールを再利用した
いという要望がある。そこでは、
疎水性分離によるイソプロパノー
ル選択性分離膜が必要とされる。
しかし、分離膜の研究対象のほと
んどは水透過膜であった。1997 年
になって、ジルコニア基板の上に
Na-A 型ゼオライト分離膜を作製
して、水 / イソプロパノールの浸
透気化分離により、分離膜性能α
=10000 以上の高い分離膜性能が得
られた 16)。2000 年には、A 型ゼ
オライト分離膜を用いて、同種の
浸透気化分離においてさらに優れ
た分離膜性能α =192 ～ 3360、透
過流束 0.1 ～ 0.2kg/(m2h) とい
う性能が報告されている 17)。
6-3
有機溶媒の脱水
　テトラヒドロフラン (THF) やジ
メチルヒドラジンなどの有機溶媒
の脱水では、耐溶剤性が要求され
るために高分子分離膜を用いるこ
とが基本的にむずかしいため、ゼ
オライト分離膜の適用が期待さ
れ、報告も多い。Na-A 型ゼオラ
イト分離膜を用いて工業廃液であ
る THF とアセトンの水溶液から
の脱水を行った報告 18)、A 型ゼオ
ライト分離膜や Y 型ゼオライト分
離膜などの水 /THF の分離性能を
比較して Y 型分離膜の方が高選択
性・高流束性を示す報告 19)、同種
の分離膜を用いた水 / ジメチルヒ
ドラジン（95/5wt%）の浸透気化分
離（分離膜性能α =52000、水の流
束 3.95kg/(m2h)）などの報告があ
る 20)。
　エチレングリコールは、エチレ
ンのエチレンオキシドへの酸化
とエチレンオキシドの加水分解
によって得られ、ポリエステル繊
維やペットボトルなどに加工され
るポリエチレンテレフタレート
（PET）の原料として使われてい
る。この加水分解反応プロセスで
は、エチレングリコールの選択率
を向上させるために過剰の水が加
えられ、この過剰の水を取り除く
ための蒸留工程がある。この蒸留
工程を膜分離に代替可能であれば、
合成エネルギーの大幅な削減効果
が期待できる。A 型ゼオライト分
離膜を用いて、エチレングリコー
ル（70wt%）水溶液の浸透気化分離
を試みた例がある（分離膜性能α
=1177、透過流束 0.94kg/(m2h)）21)。
7  海外における       分離膜モジュール・システムの実用化技術の動向
　欧米でもアジア地域でも、現在、
ナノ多孔質分離膜応用に関する研
究開発が活発に行われている。特
にバイオ燃料の普及によって、ア
ルコール脱水用分離膜モジュール
の開発がドイツやシンガポールな
どにおいて実用化ステージを迎え
ている。しかし、これらの分離膜
透過性能はこれまでの我が国の実
績を凌駕するものではない。また、
A 型ゼオライト分離膜の耐水性や
耐酸性の低さなどを克服してはい
ない。
　上記以外の石油精製・石油化学・
総合化学産業においても、分離膜
を応用しようという提案が出され
ている。特に、米国では、水素製造・
バイオマス利用分野の全般にわた
る分離膜技術の導入に関する研究
開発が、州や企業連合などの様々
なレベルの資金により、積極的に
行われている。
(1) A 型ゼオライト分離膜を用
いた脱水技術
　A 型ゼオライト分離膜を用いた脱
水技術については、Inoceramic社（ド
イツ）および Hyflux 社（シンガポー
ル）で技術開発が完了段階にあり、営
業活動が展開され始めている22、23)。
(2) 水素・バイオマス製造に関
連する分離膜技術
　米国、特に中西部のミシシッ
ピー州などでは、農業振興政策に
よって、バイオマス・コンビナー
トおよびバイオマスを原料とする
水素製造技術に関する多くの研究
開発プロジェクトが実施されてい
る。プロジェクトの資金は米国エ
ネルギー省、州政府、各大学が民
間より集めて、ファンド組合など
がこの資金を積極的に投資してい
る 24)。この一部として、ナノ多孔
質分離膜の実用化開発が行われて
いる。
科 学 技 術 動 向　2009年 2月号
30
8  今後の研究開発課題とその進め方
8-1
ナノ多孔質セラミックス分離膜
の研究開発課題
　今後、ゼオライトなどを用いた
ナノ多孔質セラミックス分離膜シ
ステムをより広範な化学合成産業
分野で実用し、省エネルギー化に
結び付けるには、まず、多種多様
な使用環境条件に適合できる規則
性ナノ多孔質分離膜の作製技術の
確立が不可欠である。工業原料を
構成する種々の分子を分離対象と
し、かつ高効率な分離性能を保持
するナノ多孔質セラミックス分離
膜を実現するには、具体的には以
下の研究開発が必要である。
1）ナノ多孔質セラミックス分離膜
の形状・組成・ナノ孔径を、規
則性をもって制御（規則性制御）
でき、かつ、薄膜化と緻密化を
同時に達成する分離膜部材の研
究開発
2) ナノ多孔質セラミックス分離膜
の分子認識機能（分離目的とす
る対象分子を選択・透過させる
分子ふるい機能）を高効率に発
揮させる高多孔質セラミックス
支持基材の研究開発
3) 低コスト化が期待できる水熱合
成法などのケミカルプロセスを
駆使した、これらの分離膜およ
び支持基材の作製プロセスおよ
びモジュール・システム化に関
する技術の開発
4) 以上の研究開発を支える、分離
膜特性の解析・評価、原子レベ
ルでの規則性ナノ多孔質構造の
解析・評価に関する基盤的研究
開発
8-2
今後の研究開発の進め方
　「第 3 期科学技術基本計画」の重
点推進 4 分野のひとつである「ナ
ノテクノロジー・材料分野」の「材
料領域」には、高効率なエネルギー
利用のための革新的材料技術の研
究開発が掲げられている。推進分
野となっている「ものづくり技術分
野」にも、重要な研究開発課題とし
て、革新的な省エネルギー型もの
づくり技術の実現を推進すること
が掲げられている 25)。ナノ多孔質
セラミックス分離膜材料およびそ
のモジュール・システムの研究開
発は、まさにこれらの研究課題に
該当する。
　また、経済産業省の 2008 年度
の「技術戦略マップ」の「ナノテクノ
ロジー分野」では、当該技術は、ナ
ノ加工の高度材料制御・高次組織
制御技術における「新分離プロセス
材料」技術として捉えられており、
重要技術の一つとしてロードマッ
プが示されている。一方、「エネル
ギー分野」でも、「総合エネルギー
効率の向上に寄与する技術」におけ
る「超燃焼システム技術―省エネ型
産業プロセス―化学素材プロセス」
にこの分離膜材料の研究開発は設
定されており、かつ、政策目標で
ある「総合エネルギー効率の向上」
への寄与度が大きいと想定される
個別技術になっている 26)。
　ナノ多孔質セラミックス分離膜
を用いて、実用レベルのコスト
･ パフォーマンスを有する、画期
的な低環境負荷となる化学合成モ
ジュール・システムを開発できれ
ば、「ものづくり技術」分野におけ
る大きな広がりも期待できる。7 章
に述べたように、現状では、分離
膜材料技術は、世界の中で、日本
が先行している判断できる。今後
とも、日本が当該材料技術分野で
世界のリーダーシップを取り、技
術的な優位性を諸外国に対して確
保すべきであろう。そのために、
今後の研究開発の進め方として以
下のことを提言したい。
1）ナノ多孔質分離膜の研究開発の
スピードを加速化するには、小
規模プラントによる実証試験を
膜材料の研究開発と並行して、
現行よりも早期の段階から実施
して、システムの実用化に必要
な各要素技術の見極めと、それ
らにともなう問題点を明確にし
た上で解決するような研究開発
の仕組みが必要である。
2）当面は、分離膜材料を耐熱性・
耐化学薬品性・機械的強度など
に優れたセラミックスであるゼ
オライト系材料に絞り、大学を
含む公的研究機関・部材メー
カー・プラントメーカー・化学
合成メーカが一体となった連携
体制で、①のようなプロジェク
トを推進すべきである。
3）分離膜合成時のナノ材料構造制
御やそれらの解析・評価は不可
欠の基盤技術である。政府が重
点投資して、これらの基礎・基
盤的材料技術の研究開発を推進
すべきであり、特に大学および
公的機関はこの部分の研究開発
で能力を発揮すべきである。
　以上の研究開発の課題を、化学
合成プロセスへの応用を対象に、
模式的に示したものが図表 10 で
ある。この図は、ナノ多孔質セラ
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ミックス分離膜モジュール・シス
テムの明確な製品目標を掲げたプ
ロジェクトにより、部材技術・モ
ジュール技術・システム技術を融
合して研究開発体制を組み、さら
には、小規模プラントでの実証試
験によって実用上または商用上の
問題点をシステムの経済性を含め
て早期に抽出すべきことを模式的
に示している。また、ナノ構造の
規則性制御およびその構造の解析・
評価に関する技術は基盤となるも
のである。
　これまでの産学官プロジェクト
は、それらの成果が実用化までか
なりの長期間を要するか、商用化
まで至らない場合が多くあった。
最近は、材料技術からシステム技
術まで垂直的に連携して研究開発
を実施するプロジェクトが増えつ
つあるが、プロジェクトの終了後
の短期間内に実用化・商用化に至
る例はまれである。その理由は、
開発技術の経済性も含めて、商用化
段階におけるさまざまな課題の解
決までをプロジェクトの目標とし
ていないためであり、その目標を達
成しようとする仕組みがプログラ
ムされていないためと考えられる。
図表10　ナノ多孔質セラミックス分離膜システムの化学合成プロセスへの応用に関する研究開発の課題
科学技術動向研究センターにて作成
9  おわりに
　本稿では、ゼオライト系材料
を中心に、ナノ多孔質セラミック
ス分離膜としての部材・作製プロ
セス・微視的構造解析および評価
などに関する研究開発動向と、膜
分離によって期待される種々の化
学合成プロセスにおける省エネル
ギー効果について述べた。
　我が国はナノ多孔質セラミッ
クス分離膜の研究開発を世界に先
駆けて進めてきたが、その開発技
術の成果によって、水素分離・ア
ルコール脱水などの限られた分野
ではあるが、すでに実用化が達成
されつつある。今後ますます、多
種多様な化学合成プロセスからの
ニーズに対応できる分離膜技術を
開発し、化学合成産業において大
幅な環境負荷低減を達成していく
ことが期待される。ナノ多孔質
セラミックス分離膜を用いたモ
ジュール・システムは、化学合成
プラントに画期的省エネルギー化
をもたらす有力な手段である。
　現時点では、分離膜技術の研究
開発においては我が国が先行して
いる。しかし、今後とも技術的な
R-X：供給物質（R ＝ CxHy, X ＝ H, OH）
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ナノ多孔質セラミックス分離膜の研究開発動向－化学合成プロセスへの応用における省エネルギー化－
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工学博士、日本機械学会フェロー。トヨタ自動車㈱にて自動車部材の開発段階におけ
る強度設計・評価を担当し、その後（財）ファインセラミックスセンターにて経済産
業省関連プロジェクト（ファインセラミックスの研究開発など）に従事。専門は構造
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1  はじめに
科学技術動向研究
局地的な降雨観測・予測技術の動向
白石　栄一
社会基盤ユニット
　国連の IPCC（気候変動に関する
政府間パネル）では、2007 年に第
4 次評価報告書を発表し、全ての大
陸およびほとんどの海洋における
観測結果から地球の気候システム
の温暖化には疑う余地が無いこと
を報告している。温暖化の原因は
人為起源の温室効果ガスの増加に
よってもたらされた可能性が高い
とし、現在の気候変化の緩和政策
および関係する持続可能な開発を
継続した場合、世界の温室効果ガ
ス排出量は今後数十年間増加し続
け、その結果一層の温暖化の原因
となり 21 世紀中に多くの気候変化
を引き起こすこととなり、その規
模は 20 世紀に観測されたものより
大きくなる可能性が高く、たとえ
全ての温室効果ガス濃度が安定化
したとしても数世紀にわたって人
為起源の温暖化や海面上昇が続く
としている。
　この地球温暖化による気候変化
により大雨の頻度が大いに増加し
たと報告されている 1）。我が国で
は統計期間が 30 年と短いために
地球温暖化の影響とは言い切れな
いものの、1 時間降水量 50mm 以
上の短時間強雨の発生回数は増加
傾向にある。このような降雨は降
り始めてから短時間に豪雨となる
ため、流出の早い都市河川や流域
面積が小さく河川延長の短い河川
では、洪水到達時間が短いことか
ら急激な増水が生じ、大きな被害
をもたらすことがある。2008 年
に発生した兵庫県神戸市都賀川の
急激な増水による水害や東京都豊
島区下水道管内の急激な増水によ
る水害などは顕著な例である。局
地的な豪雨が発生した場合、下水
施設の処理能力を超えた雨水が洪
水となり、地下鉄や地下街などの
地下空間が浸水し被害をもたらす。
このような地下施設に対する浸水
被害の危険性は増している。この
種の被害に対する警鐘を訴えるべ
く、大規模水害を対象としている
が、2009 年 1 月 23 日中央防災会
議は、埼玉県・東京都を流れる荒
川が 200 年に一度の発生確率の洪
水を起こし、東京都内で荒川右岸
部の堤防が決壊した場合には、都
心部の地下鉄路線の多くが浸水す
るケースがありえると発表した 2）。
　大雨をもたらす気象要因として
は、台風や低気圧・梅雨前線・秋雨
前線等多くの要因があるが、本稿で
は特に夏季に前線に伴い発生する
積乱雲がもたらす局地的な大雨に
関する観測と予測技術について述
べる。なお、積乱雲は雷を伴うこと
が多いが雷害については科学技術
動向誌 2007 年 4 月号「安全安心な
社会構築に忘れてはならない雷害
リスク対策」を参照されたい。
2  近年の降雨の特徴
　世界的な降雨の変化は、気象庁
気象研究所「地球温暖化の基礎知
識」によると、過去約 50 年の観測
データが存在する世界の陸域の多
くで、大雨日（日降水量の年間上位
5％）の降水量の、年間総降水量に
占める割合が増加する傾向にあり、
特に近年明瞭である。総降水量が
減少している地域においても大雨
頻度が増加する気象現象傾向にあ
るとされている 3)。
　日本国内の降雨の特徴について
目を移してみると、日本でも局地
的な豪雨が多発する傾向にある。
図表 1 はアメダス観測による 1 時
間降水量 50mm 以上の年間発生
件数を表したものである。アメダ
スの観測地点数は 1976 年当初は
約 1100 地点であったが、1979 年
には約 1300 地点に増えた。図表 1
では、年による地点数の違いの影響
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を排除するため、年ごとの発生件数
を 1000 地点あたりの回数に換算し
ている。最近10年（1998～2007年）
を 30 年前（1976 ～ 1987 年）と比較
すると、豪雨の頻度は約 1.5 倍に増
えている。気象庁の雨の強さと降り
方の区分では、時間雨量 50mm は
非常に激しい雨で、都市部では地下
室や地下街に雨水が流れ込む場合
があり多くの災害が発生する恐れ
図表1　1時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）
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図 1.2-13 アメダス地点で 1時間降水量が 50mm、80mm 以上となった年間の回数（1000 地点あたりの回数に換算）。
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　図表 2 は、2008 年 1 月 1 日から
8 月 31 日の間で、日最大 1 時間雨
量が観測史上最大を更新した主な
観測地点である。これを見ると全国
時
間
雨
量
（
m
m
）
5
○時間雨量50～100mmを超える局地的に猛烈な集中豪雨
○全国59箇所において時間雨量の最高値を更新
◇平成20年の降雨の特徴
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更新値
2.66倍
日最大１時間雨量が観測史上最大を更新した
主な観測地点 （H20.1.1～8.31時点）時間雨量
（mm）
※気象庁ＨＰより河川局で作成
更新値 これまで
北海道 夕張市 鹿島(ｶｼﾏ) 37.0 36.0 1.03
北海道 河東郡上士幌町 上士幌(ｶﾐｼﾎﾛ) 43.5 37.0 1.18
秋田県 男鹿市 男鹿真山(ｵｶﾞｼﾝｻﾞﾝ) 56.5 48.0 1.18
秋田県 秋田市 大正寺(ﾀﾞｲｼｮｳｼﾞ) 52.5 49.0 1.07
岩手県 久慈市 山形(ﾔﾏｶﾞﾀ) 62.5 60.0 1.04
岩手県 二戸郡一戸町 奥中山(ｵｸﾅｶﾔﾏ) 37.0 33.0 1.12
岩手県 奥州市 米里(ﾖﾈｻﾄ) 52.0 46.0 1.13
宮城県 伊具郡丸森町 丸森(ﾏﾙﾓﾘ) 69.0 58.0 1.19
山形県 東田川郡庄内町 狩川(ｶﾘｶﾜ) 67.5 63.0 1.07
福島県 双葉郡川内村 川内(ｶﾜｳﾁ) 64.5 54.0 1.19
福島県 いわき市 川前(ｶﾜﾏｴ) 63.0 63.0 1.00
福島県 南会津郡南会津町田島(ﾀｼﾞﾏ) 53.5 51.0 1.05
茨城県 筑西市 門井(ｶﾄﾞｲ) 57.5 53.0 1.08
群馬県 利根郡みなかみ町みなかみ(ﾐﾅｶﾐ) 56.0 51.0 1.10
群馬県 館林市 館林(ﾀﾃﾊﾞﾔｼ) 84.0 71.0 1.18
埼玉県 久喜市 久喜(ｸｷ) 77.0 62.0 1.24
東京都 八王子市 八王子(ﾊﾁｵｳｼﾞ) 63.0 62.0 1.02
東京都 府中市 府中(ﾌﾁｭｳ) 58.5 56.0 1.04
千葉県 我孫子市 我孫子(ｱﾋﾞｺ) 105.0 73.0 1.44
山梨県 大月市 大月(ｵｵﾂｷ) 79.0 55.0 1.44
静岡県 富士市 富士(ﾌｼﾞ) 112.5 88.0 1.28
静岡県 榛原郡川根本町 川根本町(ｶﾜﾈﾎﾝﾁｮｳ 83.5 79.0 1.06
愛知県 一宮市 一宮(ｲﾁﾉﾐﾔ) 120.0 76.0 1.58
愛知県 岡崎市 岡崎(ｵｶｻﾞｷ) 146.5 55.0 2.66
愛知県 蒲郡市 蒲郡(ｶﾞﾏｺﾞｵﾘ) 71.5 67.0 1.07
岐阜県 高山市 六厩(ﾑﾏﾔ) 73.0 54.0 1.35
岐阜県 下呂市 宮地(ﾐﾔｼﾞ) 88.0 59.0 1.49
新潟県 新潟市西蒲区 巻(ﾏｷ) 49.0 45.0 1.09
新潟県 妙高市 関山(ｾｷﾔﾏ) 46.5 43.0 1.08
富山県 氷見市 氷見(ﾋﾐ) 68.5 51.0 1.34
富山県 富山市 大山(ｵｵﾔﾏ) 62.5 53.0 1.18
富山県 南砺市 南砺高宮(ﾅﾝﾄﾀｶﾐﾔ) 62.0 54.0 1.15
富山県 富山市 猪谷(ｲﾉﾀﾆ) 52.5 49.0 1.07
石川県 白山市 白山白峰(ﾊｸｻﾝｼﾗﾐﾈ 53.0 48.0 1.10
福井県 福井市 越廼(ｺｼﾉ) 67.5 50.0 1.35
福井県 勝山市 勝山(ｶﾂﾔﾏ) 58.5 50.0 1.17
福井県 大野市 大野(ｵｵﾉ) 64.5 50.0 1.29
滋賀県 東浅井郡虎姫町 虎姫(ﾄﾗﾋﾒ) 50.5 49.0 1.03
京都府 京丹後市 峰山(ﾐﾈﾔﾏ) 81.0 47.0 1.72
京都府 宮津市 宮津(ﾐﾔﾂﾞ) 71.0 52.0 1.37
大阪府 枚方市 枚方(ﾋﾗｶﾀ) 71.5 68.0 1.05
兵庫県 三田市 三田(ｻﾝﾀﾞ) 57.0 54.0 1.06
兵庫県 三木市 三木(ﾐｷ) 59.0 57.0 1.04
岡山県 笠岡市 笠岡(ｶｻｵｶ) 46.5 36.0 1.29
広島県 広島市安佐北区 三入(ﾐｲﾘ) 62.0 60.0 1.03
広島県 東広島市 河内(ｺｳﾁ) 88.5 59.0 1.50
広島県 福山市 福山(ﾌｸﾔﾏ)＊ 93.0 73.3 1.27
鳥取県 岩美郡岩美町 岩井(ｲﾜｲ) 48.0 48.0 1.00
鳥取県 鳥取市 佐治(ｻｼﾞ) 67.0 51.0 1.31
徳島県 海部郡美波町 日和佐(ﾋﾜｻ) 96.0 92.0 1.04
愛媛県 西条市 西条(ｻｲｼﾞｮｳ) 69.0 55.0 1.25
高知県 安芸市 安芸(ｱｷ) 83.0 74.0 1.12
山口県 萩市 須佐(ｽｻ) 60.0 55.0 1.09
佐賀県 嬉野市 嬉野(ｳﾚｼﾉ) 83.5 72.0 1.16
宮崎県 東臼杵郡椎葉村 上椎葉(ｶﾐｼｲﾊﾞ) 62.5 60.0 1.04
宮崎県 都城市 都城(ﾐﾔｺﾉｼﾞﾖｳ)＊ 76.5 73.5 1.04
鹿児島県 薩摩川内市 川内(ｾﾝﾀﾞｲ) 75.5 71.0 1.06
鹿児島県 霧島市 溝辺(ﾐｿﾞﾍﾞ) 81.5 81.0 1.01
鹿児島県 南さつま市 加世田(ｶｾﾀﾞ) 77.0 68.0 1.13
都道府県 市町村 地点名（よみ） 時間雨量最大値(mm) 倍率
＊は特別地域気象観測所・測候所
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図表2　日最大1時間雨量が観測史上最大を更新した主な観測地点（2008.1.1～8.31時点）
出典：参考文献 5)
出典：参考文献 4)
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各地で豪雨が発生している。例えば、
2008 年 8 月 5 日の昼前から、東京
都内では局地的に雷を伴った非常
に激しい雨が降り、大雨となった。
豊島区では、下水道工事の作業員が
流され 5 名の方が亡くなるという
被害が発生した。このときの気象状
況は次の通りであった。5 日の関東
地方には、前線が停滞し、南から湿っ
た空気が流れ込んで、大気の状態が
非常に不安定になっていた。このた
め、関東地方の各地で積乱雲が発
生した。東京 23 区西部で昼前に発
生した積乱雲は、範囲を広げ発達
しながら北西へ移動したが、その
後も南から次々と積乱雲が北上し、
東京 23 区西部や多摩南部を中心
に非常に激しい雨が降り、図表 3
のように局地的な豪雨となった 6)。
積乱雲は、地上で空気が熱せられ
たり、前線付近など上空に寒気が
存在する場合に発生しやすい。こ
の降雨は、前述の気象状況にもあ
るとおり、前線で発生した積乱雲
によりもたらされたものである。
図表 4 に、8 月 5 日午後 0 時の気
象衛星画像を示す。
　2008 年 7 月末から 9 月初めにか
けて各地で局地的な大雨が観測さ
れたことについて、気象庁は次のよ
うに発表した。例年はシベリア上空
を吹く偏西風が日本列島側に大き
く蛇行し上空に寒気をもたらし、東
海上から下層に暖かく湿った気流
（暖湿流）が本州付近に流れ込んだ影
響で大気の状態が不安定になり、発
達した積乱雲によって局地的に短
時間に非常に激しい雨が観測され
た日があった。偏西風の蛇行の原因
として、春に東シベリアの気温が高
いと、その夏に東アジアで偏西風が
 ２月号予定レポート 
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出典：参考文献 5) 
出典：参考文献 4) 
図表―2 
図表―3 2008 年 8 月 5 日日降水量分布図 
図表―4  8 月５日午後０時の 
気象衛星画像 
出典：参考文献 6) 
年月日
人的被害 住家被害
崖くずれ
死者 行方不明者
負傷者
全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水
重症 軽症
7 月 28 日 6 1 12 6 16 61 536 2464
8 月 5 日 5 54 153
8 月末 3 3 5 1 18 1678 8071 178
蛇行しやすいとの研究結果があり、
その影響が現れた可能性がある 8)。
　図表 5 は 2008 年の局地的な豪
雨による主な被害をまとめたもの
である。7 月 28 日には、兵庫県都
賀川流域に非常に強い降雨が発生
し、都賀川の 10 分間に 1.34 ｍと
いう急激な水位上昇により、学童
保育の児童を含む 5 名が流された。
積乱雲によりもたれされる降雨は、
降り始めてから短時間に豪雨とな
るため、流出の早い都市河川や流
域面積が小さく河川延長の短い河
川では洪水到達時間が短いことか
ら、急激な増水が大きな被害をも
たらす。
冷たい空気
低気圧
暖湿な空気
八王子
90.5mm
大手町
111.5mm
豊島
134mm
図表3　2008年 8月5日東京地方の日降水量分布図
図表4　8月5日午後0時の気象衛星画像
出典：参考文献 6)
出典：参考文献 7)
図表5　2008年主要な局地的豪雨による主な被害状況
参考文献 9) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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3  豪雨をもたらす積乱雲
3-1
積乱雲の発達過程
　豪雨をもたらす積乱雲の発達過
程について、図表 6 に概念図を示
す。
　図表 6 中の雲（積乱雲）の中の色
の濃い部分が降雨をもたらす降水
セルと呼ばれる部分である。発達
期は上昇気流により雨粒が発生し
ても降水は起こらない。成熟期に
なると雨粒が大きくなり落下を始
め、抵抗力によりまわりの空気も
ひきずりおろし下降気流となり、
やがて減衰期を迎え降水セルは消
滅する。特徴的なことは積乱雲が
生成を始めてから降水が始まるま
での時間が非常に短時間であるこ
とである。
3-2
マルチセル型
　複数の降水セルで構成された積
乱雲をマルチセル型と呼ぶ。マル
チセル型のうち、複数の降水セル
が規則正しく並び、順番に発達、
成熟、消滅を数時間に渡り繰り返
すものを「組織化されたマルチセ
ル型」と呼んでいる。さらに組織
化されたマルチセル型のうち、降
水セルが移動方向の後端に次々と
作られるものを特に「バックビル
ディング型」と呼んでおりこれが
日本で集中豪雨時によく見られる
積乱雲のパターンである。
対流セルの一生（概念図）
���1����������数km
1個1個の��������生���������
雨の強さ
強い弱い
高度
マルチセル型
複数のセル（細胞）で構成された積乱雲
発生・発達・消滅が繰り返される
バックビルディング型（マルチセル型の一種）
システム全体として停滞し，強い雨が集中する
時間
古い積乱雲の衰退期 マルチセル型
水平距離 水平距離
新しい
積乱雲の発生
高度
雨の強さ
強い弱い
雨の強さ
強い弱い
次々と新しい
セルが発生
図表6　積乱雲の一生の概念図
図表7　積乱雲の分類（マルチセル型）
参考文献 7) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
参考文献 7) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
発達期（10 ～ 15 分） 成熟期（15 ～ 20 分） 衰退期（5 ～ 10 分）
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3-3
スーパーセル型
　回転を伴った長時間持続する積
乱雲をスーパーセル型と呼ぶ。竜
巻・突風・降雹の親雲となるもの
であり、激しい気象現象を発生さ
せる。単一の降水セルからなるが、
大きさはマルチセルと同等である。
スーパーセル型
竜巻・突風・降ひょうの親雲
回転を伴った長時間持続する積乱雲
図表8　積乱雲の分類（スー パーセル型）
参考文献 7) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
雨の強さ
強い弱い
竜巻や
ダウンバ スート
降ひょう
強い渦
4  降雨の観測
　局地的な豪雨をもたらすメカニ
ズムなどについては、これまで見
てきたように解明が進んでいるが、
現状では直前予測することはなか
なか難しく、現象の実態をより精
度良く把握することが必要であり、
そのため、局地的豪雨やその周辺
の、あるいは関連する現象を的確
に把握する「観測」が必要で、その
技術開発が進められている。
4-1
レーダーによる降雨観測
　降雨を観測する最も有効な手段
としてレーダーがある。レーダー
(radar) は Radio Detection And 
Ranging の略称であり、電波に
よる探知と距離の測定を行う装置
である。レーダーによる降雨の観
測は、一般的には回転するアンテ
ナから指向性を持ったパルス状の
電波を発射し、雨滴にあたり散乱
して返ってくる電波（レーダーエ
コー）を再び同じアンテナで受信
し、電波の往復する時間から距離
を測定し、受信電力から雨量強度
を測定している。なお、降雨によ
る電波の散乱と吸収により電波は
弱くなる。これを降雨減衰と言
い、周波数によりその度合いは異
なり、周波数が高いほどその減衰
度合いは大きくなる。また、雨滴
から反射して返ってくる電波の強
度は、単位体積中のそれぞれの雨
滴粒径の 6 乗の総和に比例してお
り、これをレーダー反射因子（単位：
mm6/m3）と言う。
　レーダーの送信電波としては、
数 MHz から 100GHz に至る広い
範囲の周波数が用いられている。
電波伝播およびレーダー動作の基
本原理は周波数によらず同じであ
 ２月号予定レポート 
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図表―10 気象レーダーの周波数帯
図表―9 気象レーダー観測の概要 
出典：参考文献 10)を基に科学技術動向研究センターにて作成 
出典：参考文献 9) 
出典：参考文献 6)を科学技術動向センターで一部修正)
反射されて戻ってくる電波から
降水強度、降水粒子の動きを観測。
電波を発射して戻ってくるまでの
時間から雨や雪までの距離を測定。
レーダー
アンテナの回転に
よって、全周を観測。
反射される電波は、
粒が大きいほど強い。
また、粒の動きにより
周波数が変化する。
雨や雪の粒
拡大図
発射された電波
雨や雪
雨や雪を
降らせる雲
図表9　気象レーダー観測の概要
出典：参考文献 10)
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るが、レーダー構成および観測対
象物は、周波数によって大きく変
わる。基本的には、遠距離の大き
な標的には長い波長すなわち低い
周波数が適しており、近距離の微
小な標的の検出には短い波長、す
なわち高い周波数が適している 11)。
図表 10 に降水観測用の気象レー
ダーに使われる周波数帯とその特
徴を示す。
（1）2.8GHz 帯レーダー （S バン
ドレーダー ）
　この周波数帯は降水による電波
の減衰が少なく観測距離も長い。
降水量が多く、海洋が多いなどに
より地形的に多数のレーダーが設
置できない、比較的低緯度の地域
（熱帯域）で多用されている 11)。我
が国では、かつて富士山レーダー
で海上の台風の観測のためにこの
周波数帯が用いられ、その観測範
囲は800kmに及んでいた。現在は、
気象衛星により台風等の広域観測
を行っているため、この周波数帯
での気象観測は行っていない。
（2）5.3GHz 帯レーダー （C バン
ドレーダー ）
　2.8GHz 帯気象レーダーの次に降
雨減衰が少なく、中緯度帯の各国
や欧州で多く使われている 11)。我
が国では気象庁の「気象レーダー」
や「レーダ雨量計」と呼ばれる国土
交通省河川局・道路局が設置する
レーダーに用いられている。
　気象庁は降水状況を監視するた
め、日本全国に 20 基のレーダー
を配置している。エコー強度を観
測し降水観測を行う標準気象レー
ダーが 9 基であり、残りの 11 基
はドップラーレーダーの機能を備
えている。2008 年度にはさらに 5
基のドップラー化に着手した。ドッ
プラーレーダーでは、電波のドッ
プラー効果を利用して降水粒子の
移動速度を求めることにより、降
水域内のきめ細かな風の三次元分
布を捉えることができる。観測さ
れた情報は竜巻注意情報の発表に
も利用され、数値予報モデルなど
にも利用されている。降水観測範
囲は半径 400km、観測間隔は 10
分間隔であり、平面的分解能は
1km メッシュである。レーダー
雨量観測値の補正は地上雨量計の
データにより行っている。なお、
2009 年 7 月からは観測間隔を 5
分間とする予定である。
　レーダ雨量計は国土交通省が河
川や道路の管理を目的として全国
に 26 基を設置している。観測範囲
は半径 200km から 300km、半径
120 キロまでの範囲では定量的雨
量観測が可能である。降雨強度は
1mm/h から 250mm/h までの観
測が可能。レーダー雨量観測値の
補正は地上雨量計のデータにより
行っている。観測間隔は 5 分間隔
であり平面分解能は 1km メッシュ
である 12)。
　レーダ雨量計から得られた情報
は、国土交通省が保有する防災情
報とともに、「国土交通省防災情報
提供センター」13)（運営主体：気
象庁）のホームページで見ることが
出来、気象レーダーで得られた情
報はその他多くの気象情報ととも
に、気象庁のホームページを通じ
て公開している。また、レーダ雨
量計の観測データは気象庁の気象
レーダーの観測データとともに「解
析雨量」14) として降水短時間予報
や降水ナウキャストの予測処理に
利用されている。
（3）9.5GHz 帯レーダー （X バン
ドレーダー ）
　この周波数帯のレーダーは強雨
時には電波の減衰が目立ってくる
ため、広域の降水観測には不向き
である。しかし、装置構成が比較
的小規模なため、気象観測以外に
船舶レーダーなどで多く使用され
ている。ほかの周波数帯に比べる
と安価で構成できることから、研
究用途での運用例も多い 11)。また、
東京都・埼玉県・横浜市・川崎市・
大阪市・神戸市の都市部の自治体
において集中豪雨時等の場合に、
的確な下水道施設管理や早期防災
体制を確立するため、レーダーに
よる降雨観測を実施している。特
に、都市部の自治体が独自に降雨
観測を行うのは、都市型水害に対
代表周波数 代表的な波長 周波数帯 最大観測距離 バンド 特　徴
2.8GHz 10.7cm 2.7 ～ 3.0GHz 200km 程度以上 S
降水による電波の減衰が少ない。主に広域の降水観測に用い
られる。観測範囲は 800km も可能。
5.3GHz 5.7cm 5.25 ～ 5.35GHz 200km 程度
C 降水観測に利用。2.8GHz 帯レーダーに次いで降水による電波の減衰が少ない。
5.6GHz 5.4cm 5.60 ～ 5.65GHz 同上
9.5GHz 3.2cm 9.3 ～ 9.7GHz 60km 程度 X 降雨・降雪観測に利用。強雨時には電波の減衰が目立ってくるため広域観測には不向き。装置構成が比較的小規模で安価。
13.8GHz 2.2cm 13.8GHz 衛星搭載 Ku
35GHz 0.86cm 34.5 ～ 35.5GHz 30km 程度 Ka
降水による電波の減衰が大きいため降雨観測には不向き。
粒径が小さい雲や霧の観測に威力を発揮する。
95GHz 0.32cm 94.5 ～ 95.5GHz 10km 程度 W
図表10　気象レーダーの周波数帯
参考文献 11) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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処するため、きめ細かな降雨情報
を必要としているためである。こ
れらの情報は、各自治体のホーム
ページなどを通して住民向けの防
災情報としても公開されている。
　次に東京都の東京アメッシュを
一例として示す 15)。これは、東京
都下水道局がポンプ所や水再生セ
ンターなどの下水道施設の管理の
ため、1988 年度より導入している
ものである。現システムは、2001
年度に更新したもので、2 基のレー
ダー基地と、レーダー観測値補正
のための 86 台の地上雨量計、端
末局で構成されている。2007 年
度より、東京都・埼玉県・横浜
市・川崎市は、各自治体の降雨情
報を相互利用し表示範囲の広域化
と精度の向上を図っている。図表
11 の観測範囲図に示すように観
測メッシュは中心から 250m メッ
シュ、500m メッシュとなってお
りきめ細かく雨量情報を取得して
いる。この降雨情報は、東京都下
水道局のホームページで公開され
ている。
（4）35/95GHz 帯レーダ （ーKa
バンド・W バンドレーダー ）
　この周波数帯は降水による電波
の減衰がさらに大きいため、降雨
観測には適していないが、粒径の
小さい雲や霧の観測に威力を発揮
する 11)。
　3 章で述べたような積乱雲がも
たらす降雨は雲が出来始めてから
短時間で激しい降雨が始まる。そ
のため、雲を捉えることのできる
この帯域のレーダーでの監視が威
力を示す。しかし、このレーダー
は観測半径が 30km 程度と小さい
ため、実運用を考えた場合レーダー
設置数が多くなるという課題があ
る。（独）防災科学技術研究所では
2000 年にこのレーダーを完成さ
せ、積乱雲などの雲発達過程や人
工降雪の研究を行っている 16）。
4-2
新たな方式のレーダー観測
　5.3GHz 帯の電波を用いた気象
レーダーやレーダ雨量計、あるい
は、9.5GHz 帯の電波を用いた自
治体の下水道施設管理用途のレー
ダーは降雨観測方式という意味で
は同じであり、雨滴にあたり散乱
して返ってくる電波の振幅情報（反
射因子）から降雨強度を観測する方
式である。この方式は基本的に精
度確保のため地上雨量計との相関
をとる必要があり、10 ～ 15 分程
度を要する。積乱雲がもたらす降
雨は 10 ～ 15 分という短時間に豪
雨となることから検出時間の短縮
が求められるが、その解決策とし
てマルチパラメーターレーダーが
研究開発されている。
　従来の気象レーダーは 1 種類の
電波を発射し、雨に当たって帰っ
てくる電波の振幅情報を測定し、
降雨強度を推定している。これに
対してマルチパラメーターレー
ダーは電波を発射し雨に当たって
返ってくる 2 種類の電波の振幅情
報の差や位相情報を測定すること
により降雨に関する数種類のパラ
メーターを一度に取得できる観測
方式である。水平と垂直の 2 種類
の偏波を使用する方法、45°直線
偏波を送信して水平と垂直の偏波
を同時受信する方法、あるいは波
長の異なる 2 種類の電波を用いる
2 波長レーダーがある。
　一例として、（独）防災科学技術研
究所が 2000 年に開発した水平と
垂直の偏波を用いた二重偏波方式
のマルチパラメーターレーダーを
紹介する 16）。図表 12 のように降
雨が強くなると雨粒も大きくなり、
落下時の空気抵抗により形状が円
形から扁平になる。形状の変化は、
水平と垂直の偏波では散乱特性が
異なることから、レーダー反射因
子や位相に差が生じることになる。
反射因子の差から反射因子差 ZDR
が求められ、また、位相差から比
偏波間位相差 KDP が求められる。
観測メッシュサイズについては、一辺の長さが
濃いグレー色部分　　　　　　　は 250m × 250m の正方形
薄いグレー色部分　　　　　　　は 500m × 500m の正方形
それ以遠は、1000m の正方形にて降雨状況を知ることができます。
図表11　東京アメッシュ観測メッシュサイズ図
※ただし、埼玉県・横浜市・川崎市の観測データーを取り込んだもの
出典：参考文献 15)
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これらより、雨滴の粒径分布に関
する詳しい情報が得られ、降雨強
度をより精度良く推定することが
できる。反射因子差 ZDR は水平と
垂直の偏波の強度差から求めるた
め降雨減衰の影響を受けるが、比
偏波間位相差 KDP は位相差から求
めるため電波が降雨減衰すること
の影響を受けることがない。
　図表 13 は従来レーダーによる
反射因子（ZH）から求めた雨量強度
（R-ZH 法という）とマルチパラメー
ターレーダーによる KDP から求め
た雨量強度（R-KDP 法という）の地
上雨量計との比較である。R-ZH 法
はレーダー反射因子に多数の降雨
事例から求めた雨滴の粒径分布の
定数をかけて降雨強度を求める。
このため雨滴の粒径分布の変動に
影響を受ける度合いが大きく、推
定雨量強度には大きな誤差を生じ
やすい。それに対して、位相差か
ら直接雨滴の情報を得る比偏波間
位相差 KDP を用いた R-KDP 法は雨
滴の粒径分布にさほど影響されな
いという特徴がある。
　（a）のグラフは縦軸に R-ZH 法か
ら求めた降雨強度と横軸に地上雨
量計の降雨強度をとり比較したも
のである。各点のばらつきは、雨
滴の粒径分布の変動に影響を受け
る度合いが大きいことをあらわし
ている。一方、（b）のグラフも同
様に縦軸に R-KDP 法から求めた降
雨強度と横軸に地上雨量計の降雨
強度の比較であるが、（a）のグラフ
に比べて各点のばらつきが小さく、
雨滴の粒径分布にさほど影響され
ないという特徴を表しており、レー
ダーから求めた雨量強度と地上雨
量計の相関が良くとれている。マ
ルチパラメーターレーダーは、レー
ダー観測から得られたパラメー
ターを用いて推定された雨量強度
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図表-11 観測範囲図 
出典：参考文献 13) 
図表―12 推定降雨強度比較 
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をそのまま取り扱うことができる
ため、短時間に局地的に降る急激
な降雨を正確に把握し対処するこ
とができる。
　（独）防災科学技術研究所のマル
チパラメーターレーダーは X バン
ドの周波数帯を用いている。従来
の X バンド帯レーダーは降雨によ
り電波が減衰してしまうため、強
雨時の観測には不向きであった
が、このレーダーは強雨時にも用
いることができる。このマルチパ
ラメーターレーダーの、観測範囲
は 80km、平面分解能は 500m メッ
 ２月号予定レポート 
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現在、気象研究所では予測精度向上のため次の研究に取り組んでいる。 
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図表―14 数値予報モデル比較 
出典：参考文献 19) 
 
図表―13 雨滴の形状変化 
出典：参考文献 14) 
3mm 4mm 5mm
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図表12　雨滴の形状変化
出典：参考文献 16)
図表13　レーダーによる雨量推定と地上雨量計の降雨強度比較
出典：参考文献 16)
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シュ、観測間隔は 5 分間隔である。
　一方、C バンドの気象レーダー
やレーダ雨量計を二重偏波化する
ことも、短時間に発達する降雨の
観測には有効な方策である。（独）情
報通信研究機構では、2002 年に C
バンドによる偏波レーダー「沖縄
偏波降雨レーダー（COBRA）」を
開発し、観測と研究を続けている
17)。レーダ雨量計は、九州地区の
レーダー 3 基が、1994 年から順
次二重偏波化され、ZDR 方式によ
る観測がされているが、その後の
（独）防災科学技術研究所や（独）情報
通信研究機構の二重偏波レーダー
の開発等による技術の進展により、
情報量が増え、精度向上も得られ
た。2008 年度における、最初に二
重偏波化されたレーダーの老朽化
による機器更新の際には、従来の
ZDR 方式に KDP 方式を加えたレー
ダーを採用し、2011 年度の実運用
開始に向け 2009 年度より検証運
用を開始する予定である。
　また、従来の気象レーダーには、
パラボラアンテナを機械的に回転
させ、電波の発射角度を段階的変
化させて立体的に観測しているた
め、観測には 5 ～ 10 分の時間を
要するという時間の問題がある。
突発的で局所的な大気現象の観測
を行うため、高時間分解能の気象
レーダーの開発が必要である。時
間問題を解決するためには、電子
的にビーム走査を行うフェーズド
アレイ方式が有効である。この方
式は、アンテナを固定したままで
瞬時にビーム方向を切り替えるた
め、短時間での観測が可能となる。
（独）情報通信研究機構は産学官連携
体制によって、30 ㎞四方の範囲を
空間分解能 100 ｍ以下で 10 秒以
内に立体的に観測することのでき
るフェーズドアレイ・レーダーを、
2008 年度より 5 カ年で開発する
計画である 18)。
　なお、国土交通省では C バンド
のレーダ雨量計による観測網と合
わせて、局地的な大雨や集中豪雨
が起こった場合に大きな被害が想
定される三大都市圏等に、X バン
ドマルチパラメーターレーダーを
整備し、2010 年から豪雨の実況監
視を強化し、河川管理に活用する
としている 19、20)。
5  降雨予測
　気象庁では「降水短時間予報」と
「降水ナウキャスト」の名称で、短
時間の降水予測を行っている。降
水短時間予報は、解析雨量から求
めた雨域の移動速度に、地形によ
る雨雲の発達や衰弱等を考慮した
予測雨量と数値予報による予測雨
量を組み合わせて、6 時間先まで
の各 1 時間雨量を 1km メッシュ
で予測するものである。
　降水ナウキャストはより迅速な
情報として 10 分間隔で発表され、
1 時間先までの各 10 分間雨量を
予報するものであり、降水短時間
予報では捕らえられないような 10
～ 15 分程度で短時間に発達する
積乱雲による降水の監視に利用さ
れる。地形の効果や雲の発生・発
達の効果は省略し、それによって
観測から 3 分以内の発表を実現し
ている 21)。
　降水短時間予報も降水ナウキャ
ストも、現在の降水を元に今後の
短時間の予報を行うものである。
理想的には、降雨が発生する前に
予報することが求められるが、現
在は積乱雲の発生・発達・降水現
象のメカニズムが完全には解明さ
れていない。物理的に気象変化を
予測していく数値予報技術では、
県程度の広い範囲での発生可能性
を予測することはできるが、いつ、
どこでというような範囲を絞った
予測は、現状では難しい。このた
め気象庁気象研究所では豪雨や豪
雪、台風などのメソ現象の発現機
構の解明と予測技術を高度化する
研究を続けている。
　近年の予測技術の高度化の例と
して、2006 年 3 月にスーパーコ
ンピューターの更新に伴う演算能
力の向上とそれに伴い数値予報モ
デルの格子間隔を 10km から 5km
に改良を行ったときの成果を示す。
2003 年 7 月 19 日 5 時ごろ福岡県
太宰府市では、1 時間に 100mm
を超える豪雨が観測された。図表
14 は、そのときの新旧数値予報モ
デルと実況データーの比較図であ
る。(a) は 7 月 19 日午前 6 時まで
の前 1 時間降水量の実況図（レー
ダー・アメダス解析雨量による）で
ある。また、(b) と (c) の図はそれ
ぞれ、7 月 18 日午後 3 時を初期値
とする 19 日午前 6 時の 15 時間予
報を格子間隔 5km の新モデルと格
子間隔 10km の旧モデルを示して
いる。格子間隔 10km の旧モデル
では予測できなかった豪雨を、格
子間隔 5km の新モデルでは予測す
ることができ、実況に近づいてお
り、精度の向上が見られる。この
予測技術の高度化では、水平解像
度を 10km から 5km に向上させ
るモデルの高度化とともに、大気
の鉛直方向の運動の取り扱いと降
水過程の精密化も図っている 22)。
　このように数値予報モデルの高
度化が、予報精度の向上をもたら
す。数値予報モデルは大気を 3 次
元的に格子状に分割し、格子の接
点（格子点）に大気の状態を表す気
圧・気温・風・水分量などのデー
タ与え、将来の大気の状態を予測
する数値予報を行うための計算に
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用いるプログラムである。より再
現性の高い数値予報モデルを構築
するためには、まず、実現象を忠
実に数値予報モデルに反映するこ
とが必要であり、そのためには降
雨等のメカニズムの解明が必要で
ある。
　気象研究所では、局地的豪雨等
が発生したとき、数値予報モデル
を用い再現計算を行い、再現性の
良い数値予報モデルを数値解析
することによりメカニズムを解明
し、数値予報モデルを高度化しよ
うとする研究が行われている。ま
た、数値予報を行うために、格子
点に予報を開始する時点での気圧・
気温・風・水分量などのデータを
与える際には、直近の予報値と空
間的・時間的に不均一な観測デー
新メソ数値予報モデルによる予報例 
 
1. 太宰府での豪雨事例 
平成15年７月19日5時頃太宰府市で1時間に100mmを超える豪雨が観測されました。
図 1に、７月 18日午後 3時を初期値とする 19日午前 6時の予報（15時間予報）を示しま
す。旧メソ数値予報モデル（MSM）（図 1 右）では同じ時刻の実況（図 1 左）と比べ、強
雨をほとんど予想できませんでしたが、新MSM（図 1中）では九州北部に強い降雨帯を予
測することができました。
図 1 平成 15年 7月 19 日午前 6時までの前 1時間降水量。左：実況（レーダー・
アメダス解析雨量）、中：新MSM、右：旧MSM。
2.  降雪の事例 
平成 16年 1月 13日から 14日にかけて、冬型の気圧配置となって、主に日本海側で降雪
が観測されました。図 2に、1月 13日午前 9時を初期値とする 14日午前 3時の予報（18
時間予報）を示します。実況（図 2左）と比較すると、旧MSM（図 2右）では降雪域が風
上側にずれた場所に予測され、量も過剰になっています。新MSM（図 2中）では岐阜県北
部、群馬県・栃木県の北部、宮城・山形県境付近など、場所・強度ともにより実況に近い
予測になっています。これは、雪が風に流される効果を考慮しているからです。
図 2 平成 16年 1月 14日午前 3時までの前 3時間降水量。左：実況（レーダー・ア
メダス解析雨量）、中：新MSM、右：旧MSM。
旧 MSM新 MSM実況
旧 MSM新 MSM実況実況 新モデル 旧モデル
図表14　新旧数値予報モデルと実況データーの比較
参考文献 22) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
タとを用いて、それぞれの誤差の
大きさを考慮し、格子点データと
して物理的整合性を持った最適な
解析値を求める。このように、予
測値と観測データの整合性をとり、
数値予報モデルに取り込む技術が
「データ同化」である。予報を開始
する時点の状態（初期値）の正確さ
によって、数値予報モデルの予測
の正確さが左右されるため、デー
タ同化技術の高度化の研究も重要
である。
　数値予報モデルは、概ね格子間
隔の 5 倍以上の気象現象を表すこ
とができる。格子間隔を小さくす
ればより多くのことが表現できる
ようになる。しかし、気象現象の
物理過程をそれぞれの格子間隔に
見合う表現方法としなければ、格
子間隔を小さくしただけでは予報
精度の向上にはつながらない。ま
た、格子間隔を小さくすることは
格子点数が増えるため、計算量も
膨大となる。現在、気象庁が使用
している数値予報モデルは格子点
間隔 5km である。積乱雲は数 km
から 10km 程度の大きさであるた
め、5km 格子では十分に表現でき
ない。気象庁では 2011 年 スー
パーコンピューターを更新する計
画があり、それにあわせて 2012
年を目途に、格子間隔を 2km とす
る局地数値予報モデルの運用開始
を目指している 23)。観測機器の高
度化、数値予報モデルの高度化と
相まって、今後局地的降雨現象が
予測できる可能性は高まっている。
6  おわりに
　地球温暖化により、大雨の発生
は増えることが懸念される。内閣
府をはじめ降雨災害に係る防災対
策を所掌する行政機関や研究機関
は連携して、降雨観測技術を高度
化し防災対策を強化していくこと
が求められる。
　本来、気象現象は物理法則に基
づき説明できるものである。これ
を利用したものが数値予報であり
天気予報の根幹を成すものである。
しかし、実際の気象現象には多く
の要因が作用するため、大きな大
気現象の中のごく小さな局地的豪
雨は、実現象を数値予報で再現し
きれていない。これに対応するた
めには、高精度の観測機器の整備
とそれを用いた緻密な観測とデー
タの蓄積、それらに基づいて物理
法則の表現を高精度に表わすこと
のできる技術の研究開発の推進が
必要である。
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http://www.asahi.com/eco/TKY200808150217.html
土砂防災研究部 三隅良平主任研
究員、（独）情報通信研究機構 電磁
波計測研究センター 環境情報セン
シング・ネットワークグループ 佐
藤晋介主任研究員には貴重なご意
見、ご助言ならびに資料を提供い
ただきました。国土交通省 九州地
方整備局 河川管理課 鵜木和博課
長補佐、東京都下水道局 施設管理
部 施設管理課 大橋秀郎係長には
貴重な資料と情報をご提供いただ
きました。ここに関係の皆様に厚
くお礼申し上げます。
45Science & Technology Trends  February  2009
局地的な降雨観測・予測技術の動向
白石　栄一
社会基盤ユニット
科学技術動向研究センター 上席研究官
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
国土交通省にて河川部門の調査・設計・管理などに従事。科学技術動向研究センター
では、社会基盤分野を担当。
執筆者プロフィール
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1 月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の 3 つです。
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 　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1 回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
も公開しています。
　　  重要科学技術分野・領域の
　　  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
　　  技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5 年ごとに実施して
います。2005 年には 2 年間にわた
った「科学技術の中長期的発展に係
る俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは

